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弟,ザ,セ技y软广二ぶ*- 货メ，てぐ:て:マ

アジアの新情勢と日本の経済協力の志向 •
他而におぃて最近の日本経済の‘高成長に恐怖感を強め，日本の経済進出活動に対し，異常なまでに 

鲁成の念を抱ぃてぃる。 5 月2 2日一25 日，ジョグジャカルタで開催された第五回東南アジア開発聞 

僚会議で愛知外相が言明した「日本は 1 9 7 5年までに国民総坐産1 % の援助費支出の目標達成に努 

めるj との態度は，一面では高ぃ評価をうけたが，他面ではこのような量的増大よりも質的緩和（援 

助条件の緩和）を重視すべきとの批判も聞かれた。

愛知演説はそのなかで，もちろん「東南アジア諸国の自助努力と相互協力の強化の必要性」につ 

ぃて強調し，とくに「被援助国の援助受入れ体制および受入れ能力の整備• 充実の重要性」につぃ 

ても言及してぃる。

.しかしこう.した一般原則論を離れて，実際には被援助国の経済発展段階の差違やそれぞれの特殊 

事情に応じて，肌理の細かぃ援助方式の適用が肝要である。そして全般的仁は，相竽国の不必要な 

警戒心を和らげる意味でも，二国間方式よりも多国間方式をとることが望ましぃ。

この観点からすると，例えば援助供与の執行機関としては，A D B の機能の拡充と活用が考慮さ 

れうるし，また援助受入れの機関としてはA S E A N の育成 . 拡大とその組織化が考えられてよぃ& 
つまり先進諸国とアジア発展途上諸国との間の経済• 技術協力のルートの上に，いわば二つのチエ 

ッ’ク. ポイントなぃしはクッションを設定することによって，一つp は一国による他国の経済的支配 

の危険を阻止し, 二つにはアジア諸国の自主性の尊重と自助能力の涵養を図ることが適切とぃえる„ 
この開発閣僚会議と前後して，ジャカルタでは力ンボジア問題をめぐるアジア会議，京都では第 

三回太平洋経済委員会総会が開かれ，日本は相当のリーダーシップを発揮したと伝えられる。前者 

は明らかに政治色の濃ぃ会議であり，後者はナジアを対象とする先進国間の会議であるとぃえる。 

それらがアジア地域の政治的安定と経済的発展に資するものである限り，こめ顧の国際会議におけ 

る討議や協議は赫斥されるべきではなぃ。 -
しかしあらゆる場合に，日本として今後のアジア政策，そして対東南アジア経済協力政策の検討 

ならびに実施に際して，心すべきは政治大国としての意識を慎むことであろう。この地域における 

旧本の政治的役割は，真の経済協力の実績の猜み上げの後に，外部からの声塑に応えて，自ずから芽 

生えてくるものでなければならなぃ„ それまでは，すでに一言したごとく，日本自からも自助努力 

を励行し，経済高成長のひずみを是正して，経済力の充実を図り，対外的には相互協力の精#に則 

して，アジア地域を虫たる対象として，応分の責任と寄与を分担するという謙虚にして質実な態度 

の保持こそ望まれるに外ならない，

1

I!；

< 崎 " ,U _ | |—

10(536')

利潤率と市場構造諸要因

一一日米に関する実証研究一

(1)

植 草 益

は し が き  

I 従来の研究 

n 研究の方法 

m 研究対象產業 

N 結果の分析 

結 論

は し が き

自由競争が支配的な経済段階では利澗率の低い部門から高い部門へのたえざる資本の流入によっ 

てすベての産業諸部門の利潤率は均等化する傾向がある◊ これに反して少数巨大企業がその市場の 

ほとんどを支配し，部門外からの競争を制限している寡占産業が支配的な現代資本主義経済で& ， 

產業諸部門間の利潤率は階層化する傾向がある。この利潤率階層化は, 伝統的な価格理論や現行の. 
産業組織論によれば，次のように説明されている。すなわち，高度な売手集中度，参入障壁，製品 

差別をもつ寡占産業の少数巨大企業ほ，彼 等 の 総 利  '潤を極大化するように暗黙ないし明商な 

共謀行動(真:占的相互依存行動）をとりうるから，参入条件や需要条件を考慮した範閥での最も高率の. 
起!過利潤を取得’しう<0。これに反して低度な売手集中度，参入障壁，製品差別しかもたない寡■占産 

業や多数の小企業が競争している原子競争産業の諸企業は部門内および部門外からの競争を制限し 

えないので，有効な共謀行動をとりにく く， したがって超過利潤をほとんど取得し免ない。それゆ‘ 
え，一般的に高度な寡占産業から低度な芻占産業，さらには競争的產業まで利潤#は階層化する傾

注（1 ) 本研究は，福沢論告,1ll念学小•振典恶金によるハーバ一ト大学への留学を契機にして書かれたものである。この研究: 
..は，ハーハート大学，R. K .ケイヴス教授，G‘—イーズ助教授の多大な助言に负うているばかりでなぐ留学ニ年自に 

資金的援助を得たイリノイ大学のR . アーノルド教授，H ..サイモンズ教授にも货犯な助言を得ている。. また贸子g:丨.放. 
機利川にあたつてはイリノイ火学労使関係研究所，同経済学部の資金援助によつており，さらに痛固後には経济企_庁 

物肺政筚課の蜱金援助によつている。また婦国後発表におv、て浚應大学の仍柬岱吉教授をはじめとする工業綷済論グル 

一フ，IHIJ丨彬教授をはじめとする独禁政策グループ，i l：村江太郎教授をはじめとする統g-丨.グル—ブの方々の炎:nj[な助g; 
を得た。しとにこれを妃し，深く謝意■を玫す次第です。なお本稿研究の最終ゼ(•住はすべて筆洛にあるこ1とを記しますみ



询かある。そしてまたこの利潤率の産業間格差を説明する諶本的要因は，売手集中度，参入障壁， 

製品差別および需要条件等の市場構造要因であるといえるのである。 '
本稿は> この各産業の市場構造諸要因の差に応じて産業間に利潤率格差が発生するという仮説か. 

H米それぞれ約38 產業に適用して数量的に検討しようとするものである6 そのために利潤率指破 

，として自己資本純利潤率および総資本純利潤率を使い， さらに研究对象期間1961〜6 5年のこれら 

利制率の時系列的率動性を考慮し，市場構造要因として売手集中度，参入障壁（なかでも規模の経済 

性と必要資本量と製品差別) , および需要の成長率を選んだ。本稿は，これら市場構造諸要因と各種利 

:潤率とのクロス• セク'ンョナルな相関関係を分析し，さらにこれら市場構造諸要因の各種利潤盎へ 

/ の総合的効果，すなわち市場構造諸要因のうち，特にどの要因が産業間利潤率格差発生に強い影響を 

: もっているかという問題を解明するために，各種利潤率を従属変数とし，市場構造諸要因を独立変 

数とする多元® 帰方程式を分析しようとするものである。とくに後者の問題が解明しうれば，全產 

業的見地からしてどの市場構造耍因に独禁政策の施策を講ずれば寡占的共謀行動を防止しうること 

，になるかという，政策論的にも重要な課題を明らかにしうるであろう。それゆえ，本稿は，実証研究 

を踏まえたうえでの独禁政策の- っの方向を提示しようと試みている。 このような本稿問臟識は， 

現行のわが国產業における大型合併運動に対して実証研究を踏まえたうえでの反対提言があ寸りに  

少なかったという学界内の反省に依拠している。

ところで，利潤率と市場構造要因との関連分析（以下， r利潤率一市場構造関連分析」 と呼ぶ）は, 
米国では, , 産業組織論^)実証研究のなかでも最も充実した分野であるといって過言でない。すなわ 

ち各産業の売手集中度の差異が利潤率の産業間格差といかなる深い相関をもっかという問題は，ベ  

イ ン 〔2 〕 （以下〔 〕内は巻末の参考文献番号を表す)， シ ュ ワ ル ツ マ ン 〔20〕, レ ヴ ィ ン ソ ン 「15〕
フ ツ シ ュ 〔11〕， ス テ ィ グ ラ 一 〔26〕， ワ イ ス 〔28〕， シ ャ ー マ ン 〔21, 22〕， お よ び コ リ ン ズ = プレ

ストン〔6 〕（苑表年次順）等によって分析されており，各産業の参入障壁の高さと利潤率との相関 

怀，ベイン〔3 〕， マ ン 〔抑およびフェルトン〔10〕によって分析されている。 これらはおもに 

1966年までに発表されている。これらを「利潤率一市場構造関速分析」の r第一期研究」と呼ぶと 

すれば， 1%7 年以降に発表された研究はその「第二期研究」と呼ぶことができる。「第一期研吮」

の特徴は市場構造の了？や要因と利潤率との平純な相関を分析したことにあるが， r第二期研究」

の特徴は1ノ < マ，？市場構造諸要因の利潤率への噃合的な効果を分析したことにある。.これは，，コ 

マ ナ ー = ク ィ ル ソ ン 〔8 〕， ホ ー ル ニ ワ イ ス 〔12〕， ミラ一〔17,18〕，. コ リ ン ズ = プ レ ス ド ン 〔7 〕 

および 'フイ ス 〔烈〕によっX 行われ，そこでは従来の研究より際立って水準の高い研究が発表され 

ている。（以上に関するくわしい内容はI 章を参照されたい。） '
これに比較してわが国の「利潤率—市場描•造関速分析」は，利潤率と売手集中度との相関分柄に 

っいて三っの注B1すべき研究（小常 ( 3 4 X松 代 卿 新 飯 田 嫩 ）があるだけで/それは米国の 

. ~ - 12 (538) ~~~~•
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「飨一期研究」の嫱緒研究（おもにべイン研免) に相当するもので，「第二_ 研究」に相当するような 

研究は発表されていない。 したがってわが国の「利潤率一市場構造阅遮分析J は質量ともに立ち遅: 
れているのが瑰状であろう’。 '.

本稿はこの立ち連れをなんとか克服し，できうればわが国の研究を米国の「第二期研究J 水_ に. 
まで引土げることを志向して，米国の「第二期研究」の成果をできう幺かぎり摂取し，それをわが 

国の裳-占研究に応用してみようとするものである。 したがって本稿は，米国の「第:i 期研究J で試 

みられた方法および見出された諸事実が米国の最も最近の資料を使っても正しI 、ものであるかどう 

かを検討すると同時に，その方法を使ヴて日本においてはいかなる事実が見出されるかを検討しよ 

うという問題意識に立っている。このため本稿は， I 章で従来の研究をレヴューし，そのうえでn  
章で現行可能な研究方法を追求し，ni章で研究対象産業の選定方法を説明し，本稿研究の核と.なる. 
IV章で分析結果を提示するとともに本稿結果と従来の研究結來を対比し，結論の祺で，見出されだ: 
諸事実を要約し，それのもつ政策的意味を追求しようとしている。

本稿分析結集を概略すると，以下のごとくである。

⑴，日.米ともに，各産業の売手集中度の差と利潤率6 差異との間にはそれほど高くはないが統計 

的に有意な相関がある。

( 2 ) 米国では，広告投資にもとづく製品差別（それは後述するように参入障壁要因として意義をもつ〉 

が売_ 集中度よりも産業間利潤率格差により大きな影響をもっている。 これに反して日本では，規 

模の経済性，必要資本量および製品差別にもとづく参入障壁，さらには需要の成長率よりもなによ 

りも売手集中度が産業利潤率格差に重要な影響をもっている。

( 3 ) 日本では，高い利潤率を取得している産業ほど長期的に安定的な利潤率を享受している傾向 

が明白である。米国では，利潤率が研究対象全産業にわたって長期的に安定的であるので，利潤率 

の嵩位性と安定性に関して有意な相関が出ない。

以上の結果を従来の研究結果と対比してみる' と，まず⑴の米国に関する本稿結果は，ベイン教授- .  . ■ ' . . .
の端緒的研究C 2 D 以来今日まで共通的に認識されている「米国では利潤率と集中度との間に高く 

はないが統計的に有意な相関があるj 〔6. P. 49〕 という結果とほぼ完全に一致している。 (1)の日本.

注（2 ) 本稿は，い扣ゆる•■国際比較研究」ではない。「比較研究」の場合には日米両国の途業構造の発展段階の相違や猶

の々産業描•造侧而（資本市場，および労働市場さらには本稿では考撤じてv、なI 、商品市場の側而r の相違を考虛する必

驳があろう。本稿は, すでに述べた「利潤率一市場描造関迪j の理論饭説が日米両国ともに荚証しうるか，またそれが

どのよクに现われてv:るか，.という丨!g題のみにっいて検射しようとするものである*
( 3 ) 本稿ではしばしばある変数と他の逆数との相関関係から，ある変数が他の変数に効來をもっとか影響をもっという. 
因來関係論に論理を発肢させているが，理論仮説によって因果関係が明らかにされてi 、4 4 备 , • す な 七 は 市 場  

描•造が市場行動を決走し，この市場偶造によって決宠された市場行動の結泶が市堤成來であるという因來関係が明らか 

にされている場合には，統1丨•学的相閲.ifi歸分析がら因來関係を論じても差支えないという見地に立っている。しかし 

理論仮説によって因染阅係が明確にされていないときには，相関.四帰分析によって因染供]係を類推することは瑰でな
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に阅する本稿結集は，本稿と同時期（1则  一65年）を研究対象とした松代氏の「日本でも利潤率と集! 
中度との問に米国程度の相関がある」〔35, p .12〕という結果とほぼ一致し，研究対象時期の異る小 

常 氏 (1%6—60年対象）および新飯田氏（伽 6—66年対象) の 「わが国では利潤率と集中度との間に統 

r;丨•的に相意な相関は認められない」〔34, p„150; 32, p. 140〕という結果:とは対立する。 以上から 

明らかなように， 「利潤率一集中度関速」 にっいての時系列的な検討によってこの見解の対立を明 

らかにすべきであろうと考える。本稿ではこの問題には触れていないが；これは今後の重要な研究 

課題であると思われる。

⑵の米闽に関する本稿結果，すなわち種々の市場構造要因のうち製品差別が産業間利潤率格差に 

设も也典な影響をもっ，という結果は，コマナ一ニゥィルソン結果とほぼ完全に一致する。なお，

米Wでは需要の成長率も産業間利潤率格差に.かなり大きな影響をもち，売手集中度と規模の経済性 

(この変数問には多重共線性(inulWcoIlinearitjr〉効果がある）は総合的な形態で利潤率の産業間格差に一定 

の効果をもつという結果も本稿で明らかにされているが，これらの結果もコマナ一= ゥィルソン結 

艰と一致する。 .
(2)の II木に関する結果と⑶の日米両方の結果は，本稿による初めてのファタト• ファインディン 

ダである。

以上の丨-I米 の 「利潤率一市場構造関速」に関する分析結果のよってきたる産業構造上の背景にっ 

いては本侃は十分に研究していないが，考慮した市場構造要因および利満率の日米の差異にっいて 

はある程丨U：の 分 析 が 進 め ら れ て い る '
さて，本稿結果の政策的意味を考えてみると，米国に関してはコマナ一= ゥィルソンが指摘した 

政策促a , すなわち製品差別が売手集中度よりも産業間利潤率形成により蜇大な効果をもっという 

站泶から，従来の市場構造側面に対する独禁政策が売手集中度に関速した諸問題に向いすぎていた 

のを钤作して，製品差別，とぐに広告投資に対しても独禁政策をくわえる必要があると述べた見解 

を，木榀もまた支持することになる。

hi本に丨父] しては，規模の経済性，必要-資本量，および製品差別，さらには需要の成長率よりもな 

によりも売手集中度が産業間利潤率格差形成に茁大な効果をもっ ているという結果に注目すれば， 

市場描造側If!丨に対する独禁政策は売手集中度に関速した諸問題に向けられるべきであるといえる。

とくに集屮度を直接高度化させることになる水平的合併に対しては，より強い規制の姿勢をもっべ 

きであるとい免る。八 幡 •富士合併を含めた現行座業合併運動に対して多くの経済学岩が結集して 

反対巡励を城開したにもかかわらず，十分な反対論拠を提示しえなかっ た現状に対して，本稿結梁 

はー记の斌味をもつと思われる。

14 (5 姻
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利潤率と市場構造諸要因

I 従 来 の 研 究

「利潤率一 市場構造関速J に関する従来の日米の研究は，す‘でに新飯闽宏氏の十ぐれた研究〔33〕 

によつてかなり詳細にレヴュ 一されているが，新飯田氏のレヴューにはいくつかの重要文献が紹介 

されていないこと，および本稿レヴューは本論において本稿結果を従来の研究と対比させてゆくう 

免で学非必要であること，さらに本稿レヴューが今後のわが国の霖占研究の発展に役立つのではな  

いか，どいう視角がらこの章を展開するものである。

1 — 1 米 国 の 研 究 （その第一期研究）

、すでに述べたように， おもに.1966年以前に発表され， 市場構造諸要因のうちの一つと利潤率と 

のクロス• セクシヨナルな单純相関を分析した研究を筆者は「利潤率一市場構造関迹分析」の 「第 

一期研究」と呼ぶことにしたい。この期の研究は次の三つのグループに分類される。すなわち売手 

集中度と利潤率，参入障壁と利潤率，製品差別と利潤率の三グループである。

I 一 l a 売手集中度と利潤率

■各産_ の売手集中度の差と利潤率の差異t の間の相関を分析した諸研究を要約して表示したのが 

第一表である。

まず集中度と利潤率とのクロス. セクシヨナルな相関結果をまとめた⑶欄に注西していただきた 

い。この研究に端緒をつけたベイン教授は，米国においては集中度と利潤率との間にそれほど高く 

はないが統計的に有意な相関がある(r=0. 33, 5%水準有意) という結衆を発表した。 さらにこの表 

には明示していないが’ 上位 8 社集中度が70% 以上の産業と70% 未満の産業との間には平均利丨間 

率に明確な格差があるという重要な事実も指摘したのである&
このベイン結果はその後多くの学者によって検討されて，次のような新しし、事:実が発見された。 

すなわち, ①1954年の集中度統計をg い，ベインの産業分類と同じ四桁さらには三桁産業分類段階 

を使っても，ヘイン結果は確認されること■(シュワルツマン， プッシュ，スティグラー)；②ニ相1産業分 

類段階でみると，利潤率一集中度相関は三ないし四桁産業でみるよりも高い値となること（レヴィン

ソン， ワイス，シャーマン）， これである。 ’
これらの泰実について詳論する必喪はな、であろうが，②のす丨:実に関速した統計処理上の技術的 

關题については参考になると思われるので，ここで紹介したい。「利潤傘--集中度関迪分析j によっ 

て鹿業内の競争と独由の状況を考察する場合，各鹿業は「諸资本の問に競争関係のあるグルータ」

 15 (541) —
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を理論醜準として分類され^)べきであろ5 , 航 ■•綱 •で 棚 可 能 な 難 分 類 離 の 産 業 織 .を  

使ってこの問題を考察する場合に .は， 四桁- 寧の産業分類統計を使うことになる。 しかし米国で 

は集中度統計はおもに四桁産業分類のものであるが，利潤統計〔第一表⑶欄〕はニ;^ないし三桁分類 

のものである。ここに「利潤率—集中度関連分析」の統訐処理上の困難が横たわっている。 べイ  

ンは利灘計として各企寒の営業報告書を使い， シ ュ ワ ル ツ マンは産業分類段階の明確なCensus 
0/  M anufacturesを使って利潤率指標を直接費用/売上高とし，レヴィンソンは反対に利潤統計を動 

かさず一桁の集中度を独自に算出し，スティグラ- も三桁の集中度を独自に計算した。 （なおフッ 'ン 
ュはスティグラー統計を先取して発表した。）かかる過程の後にワイス〔部〕が，利潤統計はみのまま使 

い, 利用できる四桁射，度資料をそのまま使って利灘評の趣分類と— 致 し た こ 獅 い し 却 の  

集中度を算出する方法を考案したのである。これは「ァグリゲート法」と呼ばれるもので，四桁の集 

中度を各四桁の出荷顔で加重平均して，二桁ないし三桁の集中度を算出するという方法である。こ 

の方法によるニ桁産業の集中度は，競争関係にない諸資本間の集中度を測定してしまうとい(5う)欠陥 

をもっているが，大分類の利潤統計に集中度統計を合せるためには仕方めない方法であるレワイ 

ス教授自身認めているC28,pp. 2兕一53〕。 しかしこの方法を使っても利潤率—— 集中度相関に関す 

る従来の結果（有意な相関をもつ）が確証されるばかりでなく，その相関は四衍產業分類にもとづソ 

それよりも咼くなるという事実を指摘したのである。こ の 「ァグリゲート法」はその後の研究にお 

いてもほとんど利用されており，筆者もこの方法を採用した。

なおここで是非触れておきたいが，日本の公正取弓丨委員会の集中度統計および三菱経済研究所の利满統 

計には，産業分類段階が明示されていなし、。今後の研究の発展のために産業分類段階を明示した統計を!^
■ 表されるよう切望してやまない。

ところで，第一表；;こついて触れておかなければならない次の問題は，作爛の利潤率指標の問題で 

ある。すでに日本でも小宮論文〔34〕が発表されたとき， 『ヱコノミスト』 誌上で長洲一二氏との 

間に論争されたように，利潤率はいかなる指標をもって測定するのが最適であるかという問題には， 

注（4 ) 現在日米の標準産業分類は，次のように•分類されている。(例として食料品産業をとった。）

米 国  
'- ド 桥 号 産 業 名

大 分 頌 20 食料品 18fjl 分 類 203 かん詰，保存食恥 183
小 分 類 2033 Si钧，gf菜かん訪 1831
細 PJ 分 m 20332 举節野菜かん詰 183111
商 品 分 類 2033211 アスパラガスかん詰

0 本

ド 番 号 產 業 名

食料品
野菜，來物，雌品 
かん詰，保存炎品. 
野菜，见物，農座-品 
かん詰，保存•食料w 
野菜かん詰

( 5 ) —桁産菜の出荷瞧中度（％) を Cふ四桁産業の出荷麵中度( %)をQ , 四桁麵の総出荷額をS,-と1 
桁産業に含まれる四裕座-業数をm とすると，アグリゲ一ト法によるq とは ’

2CVS,C 尸! ^ ___  ̂ •
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利潤率と市場播造諸要因 

米国で1もいまなお論争がある。 ，

利潤率指標は大きく二つに分けられる。資本利潤率と売上高利潤率である。売上高利潤率は，利 

潤を P , 売上高をS , 資本をK とすると， P /S  -  P / K . K / S となるから,それは各 

産業間で異る資本の冋転率の彫響をうけるので，利潤率指標としては最適でない^
より適切な利潤率指標と思われる資本利潤率も資本概念として岛己资本と総資本とのどちらを選 

ぶかという問題が残る。ベイン教授は伝統的な経済理論に從ろて自己資本利潤率を選択したが〔2, 
pp. 296—97〕，スティグラ一教授はこれに反論して，総資本利潤率がより適切な利潤率指標である 

とした。スティグラー教授は，伝統的経済理論では完全競争下に冶己資本利潤率が全産業にわたっ 

t 均等化するとしてきたが，ここでは資本の貸手の特徴が説明されないままにおかれているとして， 

次のように説明した，経営者と資本の貸手との間には後者が前者より収益に対する安全性を重視+  
るということを除くと，両者とも将来収益を極大化するよう行動する。もし経営が自己資本にもと 

づく収益だけを重視して，資本の貸手の報酬を考慮しなければ，資本の貸手は貸出し資本の収益を 

極大にしえないから，資本貸出しを拒否するであろう。 したがって経営者は借入れ資本を含めた総 

資本にもとづく収益を極大にするよう行動しなければならない。このように経営者および資本の貸 

手の行動を考えれば，収益性は総食本にもとづくものとして考えるべきであろう。（以 上 〔26，pp. 
123—24〕）これがスティグラー教授の理論的根拠である。 ，

これに対してホールニワイスは，最近，自己資本利潤率の方が理論的にみて正しいという見解を 

発表している。すなわち，「企業所有者の利益にもとづいて行動する経営者が極大化しようとする 

ものは，自己資本利潤率である。われわれは，資本構成は投入組合せの一要素である，とみなす。 

利潤極大化仮説ないし売上高極大化仮説のどちらにもとづいても，必要なことはそれぞれの産業の 

安定性や成長性の見込みにもとづいて産業間に異る適正な資金借入れ比率を決定することである。 

結果として，総資本収益率は完全競争均衡下でさえ産業間で異るが，自己資本収益率は産業間で均 

等化する傾向にあるはずである。」〔12, p.321〕さらに彼等は実証研究から次のような結論を得た^
1■自己資本利潤率よりも総資本利潤率の方が自己資本比率によって影響される。 前者の方が産業間 

で均等化する傾向が強い。それゆえ産業間比較のためには自己資本利潤率を使う方がより適切な利 

潤率指標となる。j 〔12, p.329〕
ホ一ル := ワイスの見解は，競争が作用する場合産業間でより均等化する利潤率がより適切な利潤 

率指標であるという理論的根拠にもとづき，莢証研究によって向己資本利潤率の方が産業で均等化 

する傾向が強いという靡実を明らかにしている点で，現在この児解が最も代表的であるといえるで 

あろう。かかる論争をふりかえってみると，わが国でもこの種の理論的•突証的研究をふまえたう 

えでの利潤率に関迚した諸研究が行われるべきであると思われる。 ‘

— 18(5州 —— ■
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率 と 憐 鸮

I 一  l b 参入障壁と利潤率

第一期研究の第二グループは，参入障壁と利潤率との相関を分析した研究である。ここでもべイ 

ン教授が端緒をつけ〔3, Chapter 7〕，マ ン 〔16〕がべイン研究を発展させ，フ ヱ ル トン〔10〕がべ 

イン研究を批判的に検討している。ベインおよびマンの研究は，わが国でもすでに新飯田氏〔39 
33〕および越後氏〔31〕によってかなり詳細に紹介されているので，その紹介は省略したいここ 

では次の点だけを指j商しておきたい。ベィンおよびマンの研究は，売手集中度だけが独占的超過利 

網}形成に関速をもっているのではなく， 参入障壁もこれに道要な関速をもっ ているという理論仮説 

を実"1 したしとにおいて，きわめて重要な研究であった。 しかし，これらめ研究は，各/事錢:の参入 

障壁の高さを測定するのに，対象産業の規模の経済性障壁，製品差別障壁^絶対的費用障壁および 

必要資本量障壁の各々の高さを三段階に分類し〔3, p.169, Table X I V 参照〕,これら各要因の段 

階を - 寧して，総合的評価から各産業の参入障壁の高さを類推するという手続をとって い るため ，

1 高さの評価にかなり任意的な要素が入り込んでいるという問題が残されていた。 （これがフェルトン 

のベイン研究への批判の中心点。: ) したがって今後は統計的検証をもった研究が望まれたのである。

\ *
I 一 l c 製品差別と利潤率

「利潤率--市場描造 関連分析」の第一期では，集中度および参入障壁と利潤率との関連はかなり深 

く研究されたが，製品差別の利潤率への効果，そればかりでなく製品差別それ自体すら実証的には 

十分に研究されていなかった。理論的にはベイン〔3 ,4〕，カルドア〔61〕およびサイモンズ印6〕等 

、によっ て研究されて来たし，「独占的，ないし不完全競争」〔55, 65〕およびその発展たる需要の交 

—文弾力性による市場分類論もカルドア〔59,60〕， トリフィン〔68〕，パパンドロ〔64〕， ビショップ 

、〔54〕，ファーガスン〔切〕によって部分的には研究されて来た。

製品差別についての実証研究は，この期ではテルサー〔67〕の研究が注目される唯一のもので 

あろう。テルサ一の研究も「製品差別一利潤率関連分析」ではなく，広告費投資の集中度変化に 

およぼす効果を分析したものである。 しかし，このテルサー研究が契機になって第二期のコマナ 

一 = クィルソ'ノ 〔幻， ミラ一〔i s〕， ワイス〔烈〕へと発展し， 他方では広告費と集中度との_ 速

(おもに非価格競学■問題） に つ V、てマ ン = ヘ ニ ン グ = ミ ー ハ ン 〔62〕， コマナ一 = ウ ィ ル ソ ン 〔56〕お

よびマ一カ ス 〔63〕等の研究を生みだしたという意味で，ここで一応触れられるベぎであろう• ' な 

.おテルサ一およびマ：/  = ヘニング= ミ—ハン研究につし、ては馬場正雄氏〔料，第三章〕および新飯 

扭 氏 〔33〕によって紹介されているので，ここでも爾複を避けるため，省略したい

以上で「利潤率一市場構造関迪分析」の 「第一期研究」を概観したわけであるが，これをふりか
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利潤率と市場構造諸要因

えってみると， —期研究には次のような今後発展されなければならない諸問題が残されていたよ: 
うに思われる。

@ 「製品差別一利潤率関連分析J が未開拓分野であったこと。 -
⑧ 「参入障壁一利潤率関速分析」において統計的有意検走をもった数量的研究がおこなわれて: 

いなかったこと。

© なによりも逭製なことは，種々の市場構造要因のうちどの要因が利澗率の産業間格差ないし 

独占的超過利潤形成により重要な影響をもっているのか，という問題が不明のままに残されて: 
いたこと。

® さらに集中度測定をめぐって企業の規模分布および市場の地理的分布が考慮されていなかっ, 
たこと。

⑩ ま た 「利潤率一集中度関速」の時系列的研究，すなわちそのクロス• セクショナルな相関が、 

時系夕I]的に高度化する傾向があるのかどうか，■という問題が解明されていなかっこと，以上で，

ある。これの問題には, コマナーニウィルソン， ホ ー ル = ワイス , ミ ラ ー , コ リ ン ズ = プレス -
トン等が挑戦し， 次々と解答を出していったのである。

.1 — 2 米 国 の 研 究 （その第二期研究）

I — 2 a コ マ ナ ー ニ ウ ィ ル ソ ン の 研 究 〔8 〕

コマナ— ：ウィルソンの研究は，前述の第一期研究で残された三つの問題（⑤，⑪，© > について: 
ー举に解答を出した際立って水準の高い研究である。

彼等の研究課題の中心は，広告費支出にもとづく製品差別の産業利潤率への効果を分析すること 

におかれていた。 （したがって消勸讨產業に研究対象を限定した。）さらに売手集中度，規模の経済性障 

壁，必要资本盘障壁および需要の成長率等の市場構造変因を考慮して，これら市場構造諸要因の産 

業利潤率への総合的効梁を分析しようとしたのである。彼等の得た最も基本的な結果を表示すると 

次のごとくである。 '
コ マ ナ 一 = ウ イ ル ソ ン の 耶 純 相 関 お よ び 多 元 回 帰 結 來

l;-l己資本 
利 润 傘 截 片 広 剖 卜 売  

上 萵 比 率
一企業肖り 
平均広く蛾

規模の 
織 性

必埂資本览 *需袈の 
成提率

集 巾 度  I ’ 型 n 型
Rs

〔坩純扣関係数〕
( l ( J 然 値 )
(ロガリズム値）

0. 42料* 
0. 27**

0 .43 術  

0. 50*料
0.25 
0. 37 術

0. 43*** 
0. 57***

0.17 
0. 42林*

0. 36林 

0. 35林

C多元四婦係数〕
0.049
0.051

0. 42浐*
0. 437術

0, 00000059 
0. 00000060

0.113 0. 000281爾  

0.000282***
0.0014
0.0012

—0.0158 0.0084 
- 0 . 0091 0.0126

0. 47林* 
0. 46料*

注 1. コ マ ナ 一 = ウ イ ル ソ ン 〔8〕 . 笾 一 ‘炎 お よ び 浓 ニ 表 よ り 転 戟 。

a 染中度のI 型, n 型はケイセソ= タ一 ナ 一 分類による。ニ 類型に分類してない場合は上位四社染中度である。 

3；忖は 5%水華右愈. 料ホは1%水职を表す。 ’
—— 20(546) ——
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-彼等の得た結果を要約すると以下のごとくである。

:( i ) 準純相関分析によって明らかなごとく，ここで選ばれた市場構造諸袈因はいずれも産業利潤 

率と正の有意な相関をもつ。

⑵多元回帰分析をみると明らかなように産業間利潤率格差を説明する特に重要な要因は，広告 

費一売上高比率と必要資本量である。

‘⑶このうち広告費支出による製品差別に注目すると，製品が差別化されている產業では広告投

' 資は高率の利潤獲得の源泉になっていることがわかる。すなわち，広告費支出が高い產業と低 

い產業とに分けてみると，前者の産業は後者の産業より4 パ一セント• ポイントも高い利潤を 

獲得しており，この.格差は利潤率の5 0 % の上昇を意味している。 したがって広告費支出は產 

業間利潤率格差を説明する最もffi要な要因である。

:'(4) 多元回帰分析では集中度は有意な効果をもっておらず，むしろ集中度よりも参入障壁（とく 

に必要資本量による）の方が産業間利潤率格差により大きな影響をもっていることが明らかであ 

る。 しかし，集中度の高さは一般的に規模の経済性や必要資本量によって決定されるといわれ 

.るし， 実際に， 集中度=  49. 9 +  7, 08** lo g (必要資本皇) + 6 . 91** lo g (規模の経済性）一11 .2 (地方 

布場ダミ- 変数）となって，集中度，必要資本量および規模の経済の間には多重共線性（Multicol- 
linearity)効果が起っているので，これら三つの要因は結合して利潤率の産業間格差に効果をも 

ってV、:ると見られる。 .
;(5) この表の多元回帰分析では/ 需要の成長率は利潤率に有意な効果をもっていないが，需要の 

成長率変数をロガリズム値に変換した多元回帰方程式を出すと，その係数は5% 水準で有意と 

なる。 したがって需要の成長#5も利潤率に正の有意な効果をもっている。

コマナー= ウイルソンは, 以上の結果の政策的意味内容を検討して，次のような重要な独禁政策 

を提言した。最近の独禁政策は集中度要因の役割を強調しすぎる傾向にあるが，製品差別が高率の 

利潤率獲得のきわめてIS要な源泉になっていることを考えれば明らかなように，独禁政策は製品差 

.別の本質と程度に直接関速した政策によって補充される必獎がある。

彼等のこの政策提言は，述邦取引委員会（FTC)および司法省に大きな影響を与えたようで，これ 

:に関速した調查研究が報告されはじめたのをみてもわかる。 （たとえば〔57〕は注目すべき報告書であ 

.る。）

I —2 b ホール= ワイスの研究〔12〕
ホールニ,ワイスの研究はすでに新飯田氏〔抑〕によって詳細に紹介されているので，本稿では本 

J命との関迪において必迆な部分だけを要約したい。

ホールニワイスの研究主題は， いわゆるバ一モル仮説〔5 〕（資本規模の火きい企業ほど高v、利澗率
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利潤率と市場構造諸要因 '
本市場の不完全性に_ し て い る めであ “ ら， ぼ来めような合併とか ■分割にぬけられてい た  

独禁政策は批判されるべきで あ り， むしろ，資本市場の不完全性に攻撃の矢をはなつ べきであ る と 

翻 し た 。 勿論，集中度も利撋率に-定の効果をもつのであ る か ら ， 集中度に関速した独禁政策も 

名|定されるへきではな い 。 しかし集中度より企業規模め方が利潤率によ り大きな効果をも っ て い る  

のであ る か ら ， 資本市場への諸政策はい ま 以上に強化されるべきで あ る ， と主張したのでぁる

I — 2 c R. A . ミ ラ 一 の 研 究 〔1 7 , 1 8 〕

、ノーは， 〔i7〕セ次のような注^!すべき問題を提起した。 従来の「利潤率一集中度関迪分析

* では上位四社ないし八社集中度によって各産業の集中状況を測矩して来たが， そこでは特矩上位企

業 未 満 の 企 纖 ぉ ょび そ の 射 | と分散の状況 , す な わ ち 各 鎌 : の 錢 纖 分 布 の 織 を 考 察 し て 来

なかった。企業規模分布を考虛した各産業の集中状況を測定する た め に は ， ハーフインダール指数

(後述）か :̂俩 で き る か ， そ の 測 矩 は か な り 難 で あ る 。 そこで現在利用できる集中度統針‘を使って

もこの状況のー则而が究明しうるとして， ミラ - は 「限界集中度」 という特興な概念を設定したの  

である 。 . . f
「限界集中度」とは， 上位w 社集中度と上位n + m  

社集中度との集中度格差を表す。次表の MC3 が上位 

四社集中度G と上位八社集中度c s との限界集中度 

である。

MC8 と じ お よ び と の 関 係 を み る と ， ま ず c_<
が 一 矩 の 場 合 （C ase1 ) に は C8 が 高 い ほ ど MCS は高くなる。 c 3 が 一 定 の 場 合 （c ase 2 ) に は C.
か 歸 い ほ と MC；8 は低くなる。 一 般 的 に は C i が 高 け れ ば 高 い ほ ど MC8 は低くなる。

以 丄 の C お よ び M C の関係を利潤率との関迚で考えた場合， ミラ一は次のような仮説が成々 ;'  ̂
るだろうと考えた。

®  C <がかなり高くかつ五位から八位までの企業の集中度（したがってMCa) もある程度高けれ 

ば ， C4 と は 正 の 相 関 を も つ 。 こ の場合にはQ お よ び MC8 と利潤率との相関はともに 

正の相関をもつであろう。 ‘
⑬ G か相当咼く， かつ五位から八位までの企業の集中度がそれほど高くなければ， c 4 と MC« 

は負の相関をもち， a と利潤率とは正の相関をもつが， m c 8 と利润率とは負の相関をもつであろ  

う。 、 -

Case 1 Case 2
産 業 A B C D
上位四社集中度c4 
上位八社集中度c 3

60 60 
90 70

60 30 
90 90

限界集中度mc8= c 8—c 4 30 20 30 60

Cl0° およびそれぞれのM C を箅出してそれらと利潤率との相関を調べた結果, と MC8 とは正 

の相関をもつか，MC8と利澗率とは負の相関をもつという結果を得た。 ミラーはこの結果を推論し

—— 23 (549) ------
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を 取 得 し う る ）を 検 証 す る こ と に お か れ て い る 。 こ の 「企 業 規 模 一 利 潤 率 関 速 分 析 」 は ， こ れ 以 前 に  

も ア レ キ サ ン ダ ー C1 X ク ル ム 〔9 〕, ス テ ツ グ ラ ー 〔23〕 お よ び ス テ ィ グ ラ ー 〔26〕 等 に よ っ て  

も 発 丧 さ れ て い る が ， ホ ー ル = ワ ィ ス の 研 究 の 特 徴 は ， 従 来 の よ う な 産 業 の 資 本 金 な い し 従 業 員 規  

检 別 の 利 潤 率 階 層 化 の 突 証 研 究 で は な ぐ フ オ ー シ ュ ン 资 料 を 使 っ だ 約 2 1 8 0 企 業 に も お よ ぶ 企 業 ’ 
乎 字 の 資 産 規 模 と 利 潤 率 と の 関 速 を 分 析 し た こ と ， お よ び 集 中 度 ， 必 要 資 本 量 お よ び 需 要 の 成 長 率  

等 の 市 場 偁 造 耍 因 を 考 慮 し た 「利 潤 率 一 市 場 構 造 関 速 分 析 j の 系 譜 に も ま た が っ た 研 究 で あ る こ と  

に あ る 。，擧 者 は こ の ホ ー ル r :ワ ィ ス 研 究 と コ マ ナ ー = ウ ィ ル ソ ン 研 究 が 「第 二 期 研 究 」 の ニ 大 論 文  

で あ る と 考 え て い る 。 '
彼等の研究モデルは次のものである。

t t . A  or A u)+ b2Cj + t ] b n+2̂ ^ ^

+ time dummies for 1957-  1962+6,3E"/A"-f ら 

ししで冗 抵 は i 企業の肉己資本利潤率， は i 企業の総資産利潤率，A ,-は総資産額， C j は 

^ 企業の属するゴ産業の上位四社集中度(1958印) , Q ,-は鉱工業生産指数， Et-/Af は自己資本比率 

である。このモテルでは^ と b'3 は負の符号，b2から 67は正の符号をもつことが期待されている 

彼等によって明らかにされた結果を要約すると，次のごとくである。

(1) ハ ー モ ル 仮 説 と お り ， 資 本 規 模 の 大 き I 、企 業 ほ ど 高 率 の 利 潤 を 取 得 し て v 、る 傾 向 が 明 白 に 検

証される。すなわち，企業規模が2 億ドルと2 0 臨ドルの間では丨i |己資本利潤率は約11〜15%
の格恙となり， 5 千万ドルと2 0億ドルの間ではそれは約30% の格差となる。

⑵ヘィンの必费資本 :hi•に関する研究に従って5 億ドルの資産規模を高位参入障壁とし， 5 千万'
ドル资產規模を中位参入障壁とみると，この二つの階層の間には約比％の同己資本利潤率格

差 が あ る こ と が わ か り ， 総 资 本 利 潤 率 で は 1 9 % の 格 差 と な る 。 こ れ に 反 し て 集 中 度 が 30%.
と 7 0 % との間には商己資本利潤率は6〜1 1 % ,総資本利潤率は4〜9% の格差しかないこと

がわかる。これから集中度よりも必耍資本货障壁の方が利潤率格差を説明するより姐要な耍因： 

であることがわかる。

(⑴しのように資本規模および集中度によって諸企梁を階層化してその利潤率を兇ると，利潤率： 

は ^ !卿 ； t  ^全に均等化している。これはスティダラ- -の兄解と一致する。 （なお綱率の，

階 眉 化 に っ ぃ て は ス ゥ ィ - ジ ー 〔27〕 や ス タ イ ン ド ル 〔25〕 も 观 論 的 な 仮 説 を 提 示 し て い る 。)
⑷ 必要資本量が参入障壁形成毁因たりうるかどうかについては，ベイン教授〔4 l ed. pp. 251

-5 2〕 や ス テ ィ ダ ラ 一 教 授 は 不 安 親 を 表 明 し て い る が ， 以 上 の 結 果 • か ら 必 要 資 本 遗 も 参 入 障 壁  

要 因 と 考 え ら れ る 。 . '
ホール：リィスは以上の⑴および⑵の結染の政策的意味を吟味して，•次のような进袈な政策提言 

を発表した。大規模企業による超過利潤収得は，結局資本の不適正配分を意味しており， それは资

—— 22(548) 一一
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広告費，売上高 多角化率
0.557料* -0.0241林*C8. 29〕 C2. 76〕
0.894* 林 -0.0421料*
〔8.76〕 〔3.17〕

0.936料* —0 .0424
〔8_ 42〕 〔1.90〕

1.1 6 _ —0.0400科
〔3.25〕 〔2.35〕

0.870* 料 一  0 .0441術
〔7. 58〕 〔2.84〕

1.01料* - 0 . 0359
〔3.87〕 〔1.23〕

R2
0.4 幻* 林 （n=106) 
0. 513^** (n --106) 
0.759*** (n=35) 
0.284*林 («=71) 
0.571*林 (n=62) 
0.391*** (n=44)

* * は 5%水準有意，***は 1 % 水準有意。ミラ一〔18〕より転載。〔 〕内は t - 値。

最初の方程式をみると，全変数はともに統計的に有意であり，產業間利潤率格差はこれら変数に 

よって約5 0 % まで説明できる（R2 ニ48. 7%, 51 .3%)。従来の多元回埽分析では集中度C4 は有意な 

係数とはならなかったが， ミ ラ ー • モ デ ル に よるとC4 も有意な変数であるととが注目される。広 

告费一売上高比率についてはコ マ ナ ー = ウ ィ ルソン結果と一致して，最も高い t の値をもって有意 

な変数となっている。 しかし， ミラーは，対象産業を消費財と坐産財とのニ グ ル ー プ にわけて考察 

した結染，生産財産業でも広告费ー売上高比率は有意な変数になっているという奇妙な結果を得て 

いる。しかも非企国市場でかつ製品產別産業より，全国市場でかつ非製品差別産業の方が広告費一  

売上高比率が利潤率により強い効银をもつというのも疑問のある結梁である。ともあれ，広告費一 

売上高比率は消贺財產業において最も強い効泶をもっているという結果は注目してよいであろう。

また生産多角化が坐座財産業および全_市場ニ非製品差別化産業において有意な変数になるという 

結來も注f l してよいであろう„
24 (550)  ----- -

て，米国では上位四社による寡占支配および高率利潤の獲得は成功しているが，五位から八位まで 

の企業間では価格競争が発生し，この企業間のta格相互依存行動はかなり脆弱であるようだ，とし 

たのである。

ミラー研究にはいくつかの疑問がある。これはコリンズ= プ レ ス トン 〔7, pp. 274-76〕等によっ 

て指摘されているので，ここでは触れる必要もないと思われる。むしろ筆者はミラ一の最近の研究 

〔18〕を紹介すること.につとめたい。

彼 は 〔18〕において最近の「利濶率一市場構造関速分析」の潮流である多元回帰分析手法を導 

入して，彼の従来の研究課題である限界集中度のほかに，広告費一売上高比率および企業の多角化 

(産業特化率) 要因を市場構造要因として加え， 対象産業 (S tatistics o f  I n c o m eの製造業全部）を全国 

市場と非全国市場産業， 生産財と消費財産業，および製品差別と非製品差別産業等に分けて， 「利 

潤率一市場構造関連」を分析したのである。 彼ク得た主要な結果を表示すると以下のごとくであ 

る。

______________________ ミラ一結聚(P R .は総資本利潤率，PRa は岀己资木利潤率）

利潤率と市場構造諸要因

p r 2
pr2

産

業

産

業

響全

到

到

製

料
料
料
ホ
料
料

C

8
 

|
'6
1

がの

 

&

 

の

4*

の 

P

53
4*
5] 

Me
16
:.
7

26
3.
1

34
.1
17
.3
2B
.9
26
.6 

o.
v

-

/o.
f

0.
C5
0.
C2
0.
C3
0.
C2

林
料
料

 

林

C

J
ls
l

g

 

167
1

為

 

S

 
私

.0
C3
.

0.
0

C3
.

.0
6

C3
.

.0
3

a

.0
5

C3
.

.0
4

6

截片 
6 .68
9.70
9.86
8 .96
9 .63
9.22

細  iWNuiiweSl

利潤率と市場構造諸要因

以上のミラーの研究は，かなり疑問のある方法と結果を内含しているが，第一期研究ではたしえ 

なかった諸問題に対して挑戦したという姿勢は，今後の研究に一定の役割をもっているであろう。

I - 2 d コリンズ = プレス卜ンの研究〔7 〕

コリンズ= プレストンの研究の特徴は，第一に，利潤統計を集中度統計の4 桁産業分類と合せる 

ために， Census of Manufactures ( したがって利潤率指標として- 附》丨 丨 取 金 ）を使い，四桁 

の全製造業を研究対象としたこと，第二に，第一期研究で未解決であった「集中度—利潤率相関/
の時系列的研究に着手したこと，第三に，コマナ一= ウィルソンおよびミラ一が十分に研究しえな 

かった市場の地理的分布を全製造業について数量的に検討して，これと利潤率との関連を考察した 

こと，第四に， ミラーの提唱した限界集中度概念を批判的に摂取したこと，および第五に，対象庠 . 
業を生産財と消費財産業に分けて考察したこと，これらである》

彼等の得た主要な結果を要約すると，次のごとくである。

⑴従来の研究によると，集中度と利潤率との間の相関は1947年から 1954年，1958年へと高ま 

る傾向があったと指摘されて来たが，1958年 と 1963年とを比較してみると，集中度一利潤率 

相関は同じか，後者の時期の方が前者のそれよりもやや高くなっている。このような集中度一 

利潤率相関の高度化傾向につV、て景気変動との関連でみると， 1947年が好況期， 1954年およ 

び 1958年が不況期， 1963年が好況期であることを考えてみると，不況期に集中度一利潤率相 

関が高まるとか, 好況期にそれが低くなるとかいう関係はなく，集中度一利潤率相関は景気変 . 
動にかかわりなく高度化している傾向がみられる。

⑵集中度一利潤率関係は，生産財産業よりも消費財産業の方がより強い（きわめて大きな差をも 

って）傾向がある。 ‘ .
⑶限界集中度の利潤率への関速をみると，上位四社集中度が30—70% の範囲にある産業にお 

いてとくに限界集中度が利潤率と負の深い相関をもつ。 したがってこの産業（集中度があまり高 

くない産業）において上位五社から八社まで企業の競争圧力が存在しており，これら企業による 

競争圧力が最大四社の寡占支配を脆弱なものにする傾向がある。

⑷生産財産業においては，市場の地理的分布変数が小さい（したがって全国市場）產業ほど利澗 

率は高い。消费財産業でもこの関係は一応みられるが，統f | •的有意性はない,

I  ニ  3 日 本 の 研 究  ■

わが国の「利潤率一市場描造関述分析」はほとんど「利潤率一集中度関速分析j に集中しており， 

その他の市場構造要因を考慮した研究はほとんどない。そこでことでは小宵隆太郎〔34〕， 松代和
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利潤率の等啤:相関係数はデ= 0 . 41 1 であ ’り， 1 % 水準で有意であるのに反して，（わが国の）産業別 

集中度と利潤率の順位相関係数は, ほとんどゼロに近いr = 0 . 2 6 8 であり，まったく有意でない。J 
「また集中度70 % の線のような，一つの段階を画するような集中度の水準は，まったく認められな

い。」〔34, P .150〕 （なお, 順位相関係数でなく，単純相関係数を算出したのが⑶欄である。これでも結論は 

同じである。） !
松代氏もべイン手法を踏狻して， まず上位ニ社集中度（この場合には；3 8産業）および上位三社集 

中 度 (3 6産業）（両方とも伽3年）と各産業に厲する企業の向己资本税^;丨後利潤率の尚己資龙による 

加重平均(こよって各産業利潤率（1%ト6 5 年平均）とを算出した。さらに集中度については十分位階 

層の代表値を出して， 「それらと各々の產_ の利潤率との相關を計算してみるとj 〔35, p .12〕上位 

三社集中度の場合にはrニ0 . 6 4 であり，上位三社集中度の場合には？. = 0 . 6 5 であった。 '
松代氏が何故集中度指漂として十分位階層の代表値をとっ て，これと各産業の利澗率との相関を 

計箅したか理解しえない（それゆえ第二表(?)の松代氏の結果については（）をつけた)。 新飯田氏は各 

産業の集中度と利潤率をそのまま使って準純相関係数を出しているめで，これと合せるため，松代 

氏の資料を使って，舉純相関係数を筆者が計算した結果が(8腦にある。上位ニ社集中度の場合には 

r : 0 .  654 (1%水準有意) ， 上位三社集中度の場合には=  586 (1%水準有意）である。 したがって

松代氏の場合には，わが国でも産業別の_ 問率と集中度との間に1% 水準で有意な，かなり高い相 

関があること.がわかる。 •
なお，松代氏は, わが国にも上位三社集中度49% を境界線として産業利潤率にかなり明瞭な格 

差があると指摘している。〔35. p . 1 2 およびp. 2 7 ] この点の松代风の指摘は注R に値すると思われ

る。

新飯田氏は，小宮氏と松代氏の研究対象とした両時期にまたがる1956-66年を利潤率測矩時期と 

し，利潤率指漂として出己資本純利潤率，総資本純利潤率および売上高純利潤率の各種利潤率を使 

い，上位一社，三社および五社の各段階の集中度を使って産業別の利潤率と集I|f度との単純相関係 

数を錄出した結果，⑵攔にみられるとおり， 「集中度と純利潤率との間に統計的に有意な相関はな 

い」〔32, p. 140〕 という結論を得た。（なお同資料を使った筆者の計算では新飯田氏は若干の計箅上のミス 

をおかしている。）

以上三氏の研究を概観すると，研究対象時期を除いてそれほど大きな萑•のある方法をとっている 

とは思われない。研究方法および統計使用のうえで差のあると思われる点を一応列挙すると，①利 

潤率の測矩方法について，小宵氏は上位五社の利潤率の平均をとり，松代氏は（上位何社をとったか不 

明であるが）それら企業の利潤率の加虛平均をとった（新飯丨1丨氏は不明)。②利潤統計としては，小宵 

成は主菱経済研究所『企業経営の分析』（旧 『本邦斯業成續分析』） と夾京証券取引所編『上場会社総 

览』を使い，松代氏は何を使ったか不明で，新飯丨:丨1氏は丨fij三菱資料を使っている。③集中度統計と

27 (553) —~—
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郎 〔35〕および新飯田宏〔32〕等諸氏の研究を紹介し，検討したい。

これら諸氏の研究を要約して表示したのが第二表である。まず⑵欄に注|Ej していただきたい。研 

究対象時期および方法を一応度外視して，.結聚だけをみると，小宮氏と新飯田氏は，わが国では利 

第二表利潤率一集屮度相関に関する従来の研究  ̂ E丨本——

研 究 教 產菜嶔

(2 )

集中度

上位企:鬼
利 潤 牢 指 標  

(4)

集中度測 

定の時期

利潤难测走 

の時期

結 來  

(相 m\ 同资料を使つた筆名の計ぬ:結來

の数（3) (5 ) (6 ) 1係数r ) 
(7 )

車純朴1問 
係数r(8)

利if碑をY ,集中度をXと* 
する回秘方程式(9)

小宵隆太郎(34) 46 5 已资本税引後利益率 1958 1956- 60平均 (0.268) 0.072 Y =11.75 +0.014 X 
(0.482)

松代和郎（35)
38 2

内己資本税引後利潤率 1963 1961- 65:t;Kj
(0.64) 0.654 

(1%水料澈
Y =2.67 +0.14 X 

(5,190)
•36 3 (0.65 ) 0.586 

0%水料',&}
Y ニ-2.56 +0.11 X 

(4.222) '
1 0.192 0.166 Y =2.96 +0.021 

(0.987)
2 総 n 本純利澗率 0.214 0.201 Y =2.85 +0.015 X 

(1.196)

斩M丨11宏(32 )
5 0.03G 0.063 Y =3.15 +0.004 

(0.373)
1 0.080 0-160

Y =10.74 +0.064 
(0.945)

36
2 n 己资本純利m 率

1964 !95G- 66 f  均
0.090 0.172

Y =10.59 +0.043 
(1.022)

5 —0.116 -0.004
Y =12.26 -0.0009 X 

(-0.024)
1 0.118 0.128

Y =3.08 +0.0152 X 
(0.755)

2 先上高純利澗率 0.132 0.145
Y =3.03 +0.010 X 

(0.857)
5 —0.036 0.063

Y -3.16 +0.004 X 
(0.371)

小宵氏のrは船位(II圆系数であリ、松代氏の丨，は本文にあるように 
計錄手続が興るので、いずれ6( )をつけた。

( ) l i t-value

潤率と集中度との間に統計的に有意な相関はないという結果を得ている。これに対して松代氏け 

わが国においても利潤率と集中度との問にかなり高い有意な相閲があるという結來を得ているこ 

こにまさに相対立する見解が提示されているのである。そこで三成の研究の概要をみてゆきたv、
小宵氏はベイン研究〔2 〕め丨丨丨本への州という|丨_ 意識に立って， 4 0 鹿業の上位五社集中度 

(1958年）と上位五社企業の平均の灼己资本税り|後利益率(1956上半則.—60 年上半期乎均）とを算出 

して，次のような結論を得た。 「(米国におけるベインの研究〔2 〕では）（神人筆若）產樂別の集丨丨丨度と

— 2 6 (5 5 2 ) ——
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しては，小宮氏は公取資料を使い，松代氏および新飯田氏は丨:丨分で算出したものを使っている。

これらは研究方法および資料利用上一応考慮に入れるべき差異であるが，筆者はこれらの差異に 

よって研究結果に大きな差異が現われるとは思えない。筆者が考えるところでは，.小宫 = 新飯田結 ' 
果と松代結果との対立はおもに研究時期の差異にもとづくと思われる。これの解明のためには，米 

国においてコリンズ= プレストンが「利潤率一集中度関速』について時系列的に研究したのを想起 

すれば明らかなように，わが国でもこれに関する時系列研究が必要であると思われる。これは今後 

の研究課題である。

本 本 承 .

争

以上わが国の「利潤率一 集中度関速分析j を简舉にレヴューしたが，この他に小林好宏氏が参入 

障壁と利潤率とについての研究を理論経済学会で発表したと聞くが，論文として未だ発表していな 

いので検討しえない。

馬場正雄氏が企業規模と利潤率との関速について氏の計筇結果を〔30〕において提示しておられ 

る。 これは簡単なものであるが注目してよいと思われる。馬場氏は 1 2 産業の上位十社の資産合計 

規 模 （(A)195 5年，(B)1955-6S年平均）と総資本利潤率との相関（各産業ごとに）を算出して， r ? 業種 

において正の相関がみられるが，5 % レベルで有意であるのは鉄鋼だけである。…… こうして大企 

業だけをとってみても，規模と利潤率との問には ほ とんどポジ ティヴな相関関係が存在しないと言 

ってよいであろう。」 〔30, p.157〕 この馬場氏の規模測定値は必要資本量の一指標とみ な す ことが 

できるから，わが国では必要資本量と利潤率との間には有意な相関はないと解釈できるで、あろう。 

これは「利潤率一参入障壁関速分析」の一部として注0 してよい研究である。

, I I 研 究 の 方 法

すでに述べたように，本稿において定贵的に検討しようとする拔本的仮説は，他の条件が一定で 

あるとすれば，利濶率の産業間格差■は市場構造の差異と有意に結びついている，ということである。

利潤率については次のようにその高位性と安矩性のニ側面から考察することとし，市 場 構 造 に つ ’ 
いては次の五つの側面から考察することにした。

〔産業利潤率の高位性と安定性〕

Y n v : 丨I丨己資本純利潤率（196ト6 5 年平均）

Y 1A： 総资本純利潤率（1輸 - 6 5 年平均）

Y 2: 利潤率の時系列変動性（196ト6 5 印）

〔売手集中度〕 ’
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X i»： 上位w社集中度（1963年） .

〔参入障壁〕

X 2: 工場の規摸の経済性（1963年）

X 3： 必要資本量（1963年）

X i ： 製品差別（広告費一売上高比率）（米国について1963年，日本については1962年下期）

〔需要の成長率〕

X 5： 出荷額ないし売上高成長率（1961-65年平均） ：

本稿は，以上によって明らかなように，利潤率の高位性と安定性との相関を検討し，利潤率の産 

業5a]差異を五つの恶本的な市場構造要因によって説明しようとするわけである。その分析アプロ ■— 
チは，次のモデルの定量的検討におかれている。 .

F Y Uj"|==ao +  6iXi + 62X 2+ 63X 3+ 64X 4+ 65X 5

これらの回帰方程式において6 , か ら b5 までのすベての回帰係数が正の符号をもち，んが負の> 
符号をもろことを筆者は期待する。 '

.しれら回帰係数の符号に関する理論的説明，各変数の測定方法は次のとおりである。

産業利潤率の高位性と安定性

本槁において考察するのは，個別企業の利潤率ではなく，当該産業に属する諸企業の全体の産業

利潤率である。すでに述べたように，本稿研究の課題は，高寧な売手集中度，参入障壁• . 製品差別,
にもとづいて当該産業の既存企業が彼等の辱利潤を極大にするよう行動した市場成果を明らかにし

ようとするものであるから，研究の対象は企業利潤率ではなく産業利潤率である。

霖占的相互依存行動によって取得された高率の産業利潤率を測定する場合，ベィン教授は売手集

中度の測定段階と一致させるため上位八社の企業の利潤率の平均を測定しているが，寡占的相互依

存冇励か最大上位何社によってとられているか測定困難なので，中小企業の利潤を除いた大企業の,
利潤だけを測宠するのが一つの便宜的方法である。これはスティダラ一教授〔26, pp. 125-27〕が提案

した方法である。本稿はこのスティグラー法を採用して，米国に関してはSo财欣6 00ん0/ 没aぬぬ《

o / Income資料から総資産額が$ 5 0 0 ,0 0 0を越える企業の利潤率を測定した。.日本については三梦

経済研究所『企業経営の分析』の資料を使ったので，これはおもに资本金1 0 億円以上の企業の利 

潤率である。 .
産燊利潤率の測定にあたっては，これら企業利潤率の平均ではなく，これら企業の総資本額ない 

し総自己資本額と総利潤额とから產業利潤率を測定した。 これは松代戌;の所説〔35. p. 9〕に侬挪し
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ている。

利潤率の高さは，通常，景気変動によって左右されるから，各産業の利潤率の高さを測足する場 

合には’ 一定年度のそれでなく一定期間にわたる平均的な高さを測定する必要がある。 したがって 

- _ 者は現行資料利用可能なうち最も最近の五年間（1卯ト6 5 年）の利潤傘の平均を測宠したa
この時期は日本では1 9 6 1年および 1963—6 4 年が好況期， 1 9 6 2年および 1 9 6 5年が景気後退 

期であり， したがって日本では二つの景気の波を経験している。米国では 1961—6 2 年上期が不況 

期，1962年下期一6 5年が好況期であって，米国では一^̂ の景気の波しか経験していない。 また日本 

では二回の景気の波を経験しているが，総体的にはなお高度の成長期にあったのに反して，米国で 

は朝鮮戦争後から1962 年までの長期的停滞のあと，1963 年からヶネディの高度成長政策によって 

ようやく成長率がやや高くなった時期である。 したがってこのような景気循環や成長性を考慮に入 

れて，日米の r利潤率一市場構造関連」を分析する必要のあることを明記しておきたい。

さて’ 一定期間の平均的な利潤率の高さを測定すると，景気変動の影響を調整した「長期的な」利潤 

率の平均的高さをみることができるが，反面ではそれは各産業の利潤率の景気変動による影響の程 

& を無視してしまう結果になる。とくに独占•寡占市場の企業は長期的に安定した利濶率を享受する 

よう価格一産出規制行動をとるといわれているので，これらの産業については利潤率の高位性とゲバ 

定性の両側丽を考察する必要がある。反面，低位な市場構造しかもちえない低位寡占市場や多数の中 

小企業群からなる原子競争市場では有効な価格一産出規制行動はとりにくいので，利潤率の低位性 

と不安定性がその市場の特徴となるであろう。それゆえ,本稿では当該期間の平均的な利潤率の高さ 

ばかりでなく，この期間の各年利潤率の変動性(変動係数c ) を測定することにした。もし高い利潤率 

を取得している産業ほど長期的に安定的な利潤率を享受しているという仮説が実証されれば，これ 

ら産業の独占性は一層明確なものとなるであろう。そ れ ゆ え 筆 者 は ニ ル +&6y 2 において，利 

澗率が高いほどその利潤率の途動性は小さいという逆相関関係（&6は負の符号）を期待するのである。

利潤率指標として向己資本純利潤率と総資本純利潤率との両方を考察した理由は，前寧を想起さ 

れると明らかなように，どちらの指標を使う方がより適切であるかということについて論争がある 

からである。筆者はこの論争について一定の見解を提示するという姿勢は本稿ではもっていない。

むしろ両指標を使ってそれに結染の差異があるかどうかに関心をもっている。

さて筆渚のいう— とは，純利益(米国についてはStatistics of Incomeの規矩するnet income, 日 

本については三菱経済研究所前掲資料の規矩する「税引前利益から税金引当金を差引いたところの「税 

づ丨後純利益j を意味する。租税は最終的には企業に帰属しないので，経営者が最終的に考慮する利潤 

率は税リI後利潤率であると思われる。さらに粗税の処理（とくに租税特別措置による）は各產業，各企業 

によってかなり異るので, 利澗率の座•業丨Hj比較のためには,税引後利潤率をみるのがよいと思 ;}̂ れる。 

利潤率の測定についてはこの他に統計利用上避けられないいくつかの丨出題がある。①ィンフレ—
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シヨンにもとづく資産の過小評肺， した.がって資本利潤率の過大評価，②諸引当金制度，租税減免 

措置および特別憤却制度等による利潤の變用化， したがって利潤率の過小表示,③粉飾決算にもと 

づく利潤隠蔽ないし過大表示， したがって利潤率の過小ないし過大表示，等々がこれである。本稿 

ではこれらに触れるごとができなかったので，現行会計学にもとづく税丨後純利益率を純利潤率と 

して測定せざるをえなかった。 '

売手集中度

売手集中度は，少数巨大寡占企業の市場支配の程度ないし部門内企業による競-争制限の程度を測 

定するものである。この市場支配の程度ないし部門内競争制限の程度が高ければ高いほど寡占的相 

2 ：依存行動はより有効になるので，これは市場構造要因のうちでも最も重要な要因である。売手集 

中度が高ければ高いほど有効な寡占的相互依存行動が可能となり，そのもとで高率の総利潤を取得 

しうるのであるから，本稿基‘本モデルの固帰係数んは正の符号になるはずである。

ところで売手集中度は， 普通一般的には，あるTtJ場の特定少数の最大上位企業の累積集中度（こ 

れを「絶対集中度j と呼ぶ）によって測定されている。この最大上位数社集中度が高ければ高いほど， 

上位数社による市場支配力が大きくなることを意味している。そして，こ の 「絶対集中度」の高さ 

を通じてその市場の企業数の少数性が類推されるわけである。 •しかしこの「絶対集中度j は， 最 

大上位数社による市場支配力を測定じえても，その市場の企業数を正確に測定しえないばかりでな 

く，その市場の企業の規模分布も測定しえない：という欠陥をもっている。企業規模分布は従来ロ 

V ンツ曲線， ジニ係数ないしピニトラ法等によって測矩されて来たが， 最近， 企業数， 企業規模 

分布を考慮した集中状況をほとんど一挙に分析しうるというハ 一 フ イ ンダール指数が注目されてい 

る。 （ハーフインダール指数についてはロゼンプルス〔41〕， シンガー〔43, chapter13〕および馬場正雄〔44〕 
を参照されい。）ハ 一 フ イ ンダール指数は企業数および企業規模分布を考慮した集中度（これを「相 

対集中度j と呼ぶ) を測定しうるという意味で卓越’した測定法であるが，企業規模について中小企業 

部門の資料をなかなか入手’しえないので実際的には測定は困難である。

それゆえ本稿では「絶対集中度j を採用した。これによると特定少数巨大企業による市場支配の 

程度をかなり明確に測矩しうるとい〉利点をもっている。エイデルマン〔36, 37〕やブレア〔38〕は, 
少数巨大企業とそ当該市場に対する支配力をもっているという見地に立って，こ の 「絶対集中度j 
测矩法の優位性を主張している。

.入 障 壁

参入障壁は，新企業の参入という形態をとる部門外からの競争==潜在的競争を制限する手段であ 

る。高度な参入障壁をもつ産業の部門内企業は，参入を阻止することによづて:その売手集中度を維
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持 • 高度化することができ，さらに潜在的競争の脅威なしに有効な寡占的相互依茌行動を遂行する 

ことかできる。 したかって参入障壁の尚い産業ほどょり有効な寡占的相互依存行勤によっ てょり高 

率の総利潤を取得しうる。

参入障壁は，①規模の経済性，②必喪資本量，③製品差別おょび④絶対的費用格差にょって形成 

されるといわれている〔Bain 3〕。本稿ではこのうち④を除く三つの要因をとりあげた。これらの 

要因は前述の理由から利潤率に対して正の相関をもつ。 したがって本稿蕋本モデルにおいて62, b3, 
んがいずれも正の符号をもつことを期待する。

規模の経済性 '
規模の経済性にもとづく参入障壁とは，ある部門において標準的な生産諸条件のもとでの最小限 

必要な生產規模（「最小最適規模j ) がこの部門の全生産量のうちのかなり高い比率を占める場合（し 

たがって規模の経済性が大きい產業では) ， 参入しょうとする企業はこの高い生産比率= 市場占拠率を 

その市場において獲得しなければならないという困難性に直面するので参入が困難になる，という 

意味である。

規模の経済他ないし最適工場規模は，産業組織論的見地からは次のょうな三つの方法にょって測 

疋されている。 第一は， National Bureau of Economic R esearchの諸研究〔45〕およびジンス 

トン〔48〕（それらについてはスミス〔s i〕のサーヴヱイを見るのがょい）による各産業の平均費用曲線を 

測定した「クロス • セク'ンョナル法」である。第二はベイン教授の試みた r工学的手法」であって, 
これは各産業の工学的費用肋線を使って最小最適規模を測定しょうとするものである〔3, 46〕。第 

三は，最近注目され，また多くの論争をよんでいるスティグラ一〔52〕およびセイヴィング〔49〕の 

「適者生存法（Survior Technique)jである。

これらの規模の経済性の測定方法の詳細な紹介については，越後和典 編 『規模の経済性』（新評論 

1969年）を参照していただくとして，本稿ではこれら三つの方法は次の理由からいずれも使えなか 

ったことを記しておきたい。まず 「ク ロ ス • セク'ンョナル法丄は，各産業の平均费用曲線は測宠し 

えても，最小最適規模についての推定値がなかなか釣:出しえないという難点をもっている。ベインの 

「工学的f 法」は最も信頼しうる方法であるが， 工学的に算出した费用丨丨丨]線に関する資料がおもに 

化学装蹬産業と一部の組立て産業に限宠されてしまう。スティグラーの（'適者生存法」.は最適工場 

規模の笕出の最も直接的方法であるが，ベイソ 〔47〕おょび、ンェファ一ド 〔50〕にょって鋭く批判 

されているょうに，理論的にも臾際の測宠上でもきわめて曖昧な方法である。

それゆえ筆啬はペイン教授が試み〔3〕， コマナ一= ウィルソン〔8〕が採用した最適工場規模の測 

矩法，すなわち「特定少数の最大上位工場が煅適規模にある工場であると彼定して，これら工場の 

平均規模を最適工場規模の一指標とする方法」を採用した。実際的には各座燊の総出荷額ないし附
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加価値額の約50 % ないし70% を生産す名最大上位工場の一工場苗り平均出麵（附加伽値額) がそ 

の産業の総出荷額（附加価値額）に占める割合を刖淀するもので，結局，特定最大工雛の纖に近  

いものでもる„ ベイン教授はこの方法にもとづく最舰模推定値が「工学的手法」 にもとづく測皆 

値とざわめて近いことを見出して，この方法も使用にたえるごとを指摘している。 コマナー：ヴイ 

ルノンもこの方法を採用し，その推定値とベインの「工学的手法」の測足値およびヮイスの「適者 

生存法j の椎定値〔53〕と比較して，相関がきわめて高いことを児出しているa 
そこで筆者も米国に関しては総出荷額の約5收を生產する最大上位工場の平均規模の総出荷額に 

占める割合を算出して, これを最適規模変数とした。 日本については，約50%の出荷額を生産.する 

最大工場数に関する資料が入手しえないこと，および利臟計がおもに資本金10億円以上の企業に 

限足されていることを考慮して，r工業統許表』より資本金10億H 以上企業の保存する工場の平均規 

模を算出した。日本に関するこの最適輝推定値の信頼性をテストする従来の研究がないのポ、これ 

はァストされていないが，次の必要資本量の推定値のテストから間接的にテストされるであろう。

. で, • . '  . . . . . . . i...'上.
必要資本量 #
必§<資本里とは, 秦入企業か競♦にたえうるだけの生産規模の工場（r最小最細模工場j を逮設 

し，その製huを生産販売するに必要な資本量を意味する。参入に必要な資本量が應大化すると，参 .-1 
入企業は巨額の資本を調達しなければならないので，参入は困難になる '
本稿では最小最舰模 1 場を藤するに必要な財額が参人必麟本量の大部分を彳丨めると考え ‘ 

て，前記の最適工場推定値，すなわち特錄大工場の平均的生産比率に当該産業の有形_ 資産、総 

額を掛けて，これを必要資本量麵とした。現行資料で利用可能な有形固定資産額は，_脐 み の 港  

朽エ場や現在償却中の工場の難額であるので，それは新規に建設される工場の有形酿額とはほ：；

と遠い。 しかし現在利用可能な資料から必要有形固定資産額を算出するにはこの方法に従う以外な.〖

1、と思われる。しかしこの推宠法に従う必要资本量を筆者が以前に発表したわが国2 0産-菜の必耍资 

本量節^ と比較すると/ 対象しうる16 産業については 一 0. 99(1% 水準補）であった。 したが 

って本稿必要資本量推矩値は7 やテフ、卜されたであろ5 。 この必要資本量は前記最適顺推宛値を 

基礎にして算出されたので，後者も間娜 j にはテストされたであろう。米国に関する必颇木散推，

定値をベインの測定値と比較してみると，比較しうるのは8 産業であるが，r = 0 . 66 (10%水斯捕） 

であった。

■製品差別
. ■ •

製品差別は競爭上二道の役割をもつ。一つは参义障壁要因として部門外からの競争を制限する役 

注（6) 膽 「わが園主酿占麟に树る競争と独占⑶ 』（r三出学会雑亂贿年1 2月号)
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割をもつ。他方では部M内企業の競争の性格にかかわっている。

‘ まず後者の役割からみてゆきたい。部門内諸企業は，価格一産出規制政策では協調的な行動をと 

りながらも，彼等の需要については彼等の商品に対する買手の選好を強めるようそれぞれ競争して 

いる.のが現代寡占産業の特徽である。それゆえ彼等は，同一B 的に使用される商品を品質♦形態 •
; 意匠によって形式的には異質商品であざように見せかけナこり，また広告，アフターサービス等々に

よって自己の商品に対する買手の知識• 趣好を弥めて，買手の選好を強めているのである。このよ 

、 うに部門内諸企業は彼等の需要を獲得するよう製品差別化競争を展開しているのである。

他方でばこのような各企業め製品差別化競爭の結果，当該部門の製品に対しては全体的に買手の 

選好が強まっていることになる。 このような製品差別産業に新規企業が参入する場合には，参入企 

業は自己の商品に対する買手め:選好を新しく創出しなければならず，そのためには巨額の販売促進 

! 費を使わなければならないので，参入は困難になる。これが製品差別の参入障璧としての役割であ

る。この製品差別化障壁を一手段として部門内企業は潜在的競争を制限し，価格一産出規制のため - 
に協調的な行動をとるのである。

I このように見ると明らかなように，部門内企業は一方では製品差別障壁の保護のもとで彼等の総

: 利潤を極大にするよう行動するとともに，他方ではこの総利潤の分配をめぐって各企業ごとに製品

' 差別化競争を展開しているといえる。 したがって製品差別は部門内諸企業の協調と対抗というニIS
' の意味をもっている。

製品差別の利潤率への効果をみると，産業利潤率では総利濶の極大行動をみるのであるから，製 ’
品差別丨t 参入障壁としての役割をもっていることがわかる。反面，各産業内の企業利潤率をみる場 

! • 合には,製品差別は部門内企業間の製品差別競争および製品差別化の程度に関連していることがわ

j かろう，：したがって産業利潤率を考察する本稿では製品差別は参入障壁要因となる。

さ製品差別は理論的にはニ財間の交叉弾力性（cross-elasticities of demand) によって測定され 

るとI ているが, これはきわめて規範的な概念であって，实際的には測定困難である。そこでベイ 

ン教授の広告赀こそ製品差別の最も-重要な源泉であるという指摘〔3, 4〕にしたがって， 各産業の 

製品差別度を広告費一売上高比率によって測定することにした。米国については対象全産業のこの 

比率が算出しえたが， 日本にっいては有価証券報告書以外利用できる資料がないので， 1 6産業に 

ついてのみ試箅じた。

V

需要の成長率

爾袈の成長率は，売手集中度および製品差別の匙本的な市場構造袈因のほかに，利潤率との関迪 

分析において特に取上げる必要のある茁袈な市場榴造驳因である。何故なら需驳の成長率が高い産 

業では高い価格を設宠することができるので, そこでは利潤率が高くなるし,高需剪にもとづく高売 
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上高は資本の问転率を高めるので，伽格が’一矩でも利潤率は高くなる。 したがって，本稿鉴本モデ 

ルの回帰係数6S は正の符号をもつことが期待される。 .
さて，需要の成長率を測定する場合には，一定期間の初年度と最終年度との増加率を算出すると 

景気変動の影響をうけるので，各年の増加率の平均を取るのが望ましぃ

* . * *

以上によって明らかなように，本稿は利泗率の産業間差異を五つの截本的な市場措造変数によハ 

•て説明しようとするものである。この他の重要な市場#!造要因として考えられるものは, ①市場の 

地理的分亦，②生'產多角率および，③ 「限界集中度j ，④財の挫格（消費財か生産財か）等の米国です 

でに考慮されX いる要因のほがに，⑤技術取新，⑥商品のライフサイクル, ⑦費用構成等であろう

.本稿ではこれらの要因については測定しえなかったので考慮していない '
* . . . .

冚 研 究 対 象 産 業 .

研究対象產業は，まず製造業に限定し，そのうえで各変数について可能なかぎり資料の利用でき 

る産業を選定し，あわせて可能なかぎり日米の産業が一致することを連本的な規準として選定した&
'この基本的規準のもとで次のような手続を経て，巻末附表のように米国については3 9 產業，日本 

4こついては3 8 産業を研究対象どすることになった。

まず米国については利潤統計として最も細分化した產業分類（三桁産業分類）の Source Bodk of 
of Inc07mを使うことにした。 この資料の製造業の三桁分類産業は約11 0である(年度に 

よって多少異る）。 二桁產業の集中度はConce?itration Ratios in Manufacturing In d u stryの四桁産 

業統 ii十を先に述べたワイスの「ァグリゲート法」によって調盤できるので，これも入手可能である。

二桁産業の規模の経済性変数は， Census o / M w m /a<^resの四桁産業統訐から同じく「ァグリゲ一 

ト法」によって算出しうる。三桁産業の必要資本量変数は三桁産業にァグリゲートされた規模み経，

済性変数にSource Book of Statistics of Incomeの三桁産業のN et Worth (自己資本額）を掛ける 

ことによって得られるQ 三衍產業の広告費一売上高比率知よび需要の成長率（売上高成長率）はとも 

:に Source Book of Statistics of Incomeから得られる。 したがっそ米国については全変数につい弋 

三桁産業の推定値が得られるわけである。 .
ところで，日本については，利潤統計として前掲三菱資料を使ったが，それを公取集中度統計と 

の関速でみると，9 使用しうる産業は約4 0 に眼矩される。両資料とも産業分類段階が明示されてい■： 

ないが, , 筆密はそれをほぼ四衍產業(一部三析，一部六桁産業) とみなし，その分類段階の規模の経济 

姓，必要資本iftおよび需袈の成長率の各変数を『工業統計表』から算出した。

— - 35 (561) —"~



■ 利潤率と市場構造諸要因 ■
さて以上の事情から日米め対象産業を約4 0 に限定せざるをえなかった。 それゆえ,米国の約 

110産業から約4 0産業を選定しなければならない。 日米產業をできうるかぎり合せるという菽本 

規準に則って米国の產業を選定したが，ほぼ一致する（產業分類段階は異るとはいえ）のは 2 3産業で 

しかなかった。そこで集中度が全階層にわたること，および米国の寡占産業研究では不可欠の産業 

(タバコとか航空機産業）であること，日本については資料の制約で研究できないが同じく霖占研究に 

不可欠な産業（電気機器産業）を考慮したこと，等の手続から附表にみられる産業を選定したのであ 

る。この結果が日本については3 8産業，米国については3 9産業を研究対象產業として選定するこ 

とになったのであるp
これらの產業を生産物の性格（消費財と生産財）にわけると（実際的にはこの分類はかなり困難な產業_ 

もあるが)，日本については消費財産業は15，生産財産業は2 3 であり，米国については前者が18,. 
後者が 2 1 である。

また各変数を階層化してみると，次のような産業分類となる。

集中度十分位階層にもとづく産業数（附表より）

集中度(%) 100-90 8 9 -8 0 79 - 70 69 -60 59—50 4 9-4 0 3 9-3 0 29—20 19 一 10
H 本 
(上位3 社） (12) 5 1( 7 )

2 3
(10) 7 4 3( 9 ) ,2

米 国  
(上位4 社） 5 1(12) 7 4 1(10) 6 7 (197)
米 国  
(上位8 社） 1 5

0
3

A
6 6 1(19) 13 3

( i )
参入障壁の高さによって分類された産業数（附表より）

m 高 位 高 ，位 中 位 低 位

規
模
の

1

10%以上 9.9一6.0% 5. 9一-3. 0% 3.0% 未満

日木 9 9 9 11
米国 6 11 22

必

资
本
量

l;J本 5 0椋門以上 
米国 S 50 million以上

本 4 U b  
米国 49 一 25 h)本 24—10 

米国 24—10 W本 9億円以下 
米国 89 million以下

日木 5 7 10 16
米国 11 6 12 10

!K 
告売 
致上 / U

5.0% 以上 4.9—3.0% | 2. 9 - 1 .0% 0.9% 以下

米国 5 3 1 15 16

锯要の成提串の高さによって分類された產業数（附表より）

極 高 位 高 位 中 位 低 位

H本 20%以上 20—15% 15—10% 10%未満

5 6 12 15

米同
15%以上 15—10% 10—5% 5衫朱満

5 12 13 . 9

■-----  36 (d62) -------
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以上のように市場構造諸要因の高さに応’じて産業を分類してみると明らかなように，各変数の水

準に応 t てできうるかぎり均等に産業が分布するよう考慮した。 しかしそれらが完全に均等化して

分布することは不可能に近I 、し，日米の產業榴造の差および各変数の市場構造r はたす役割の差に

よっても分亦は異る。

まず集中度についてみると， 上位 3 社ない’し4 社集中度が麻一 8o% 範囲では産業数は日本で 

’は 1 2 ,米国ではゼロ，集中度が 79—6 0 % では日本では7 , 米国で 1 2 ,集中度が 59—4 0 % では

日米とも1 0 ,集中度が 3 9 % 以下では日本では9，米国では 1 7 である。日本についてはある程度 

均等に産業が分布しているが，従来指摘されているように米国では集中度が日本に比較して総体的 

杧低いので，極高位集中部門に産業が存在していないという結果になる。

規模の経済性についても米国の市場は日本より遙かに広大な地帯にわたっており，需费量も相対 

丨的に大きいので，全国市場単位でみるかぎり日本と同水準で比較する限りでは米国では極高位の規 

模の経済性をもつ産業ば存在しなくなる。 したがっ て米国では日本より一段赠ずつずれた形態ず'規 

■模の経済性障壁が意味をもって.くる。 '
このような産業構造O 差異を考慮すると，必要資本量では1 ドル=  1 0 0 円ぐらいの単位で比較す 

ると丁度日米の必要資本量は比較しうることになる。 5
需要の成長率の平均的高さは周知のとおり日米では差があるので，比較舉位が異る。この分布で 

!は咼位以上の需要の成長率をもつ産業は日本では11，米国では1 7 ,中位のそれは日本では12, 米 

賴 で は 13，低位のそれは日本では1 5 ,米国では9 である。ここでは日本においセ低位の需要の成 

.長率耷もつ産業の比重が多くなってしまっている。

以上の対象産業の選定方法，それら產業^ • 変数の水準にもとづく分布, およびR米産業構造の 

:差興は，次章の分析結果にかなり大きな影響をもつので，ここにおいて注意を喚起しておきたい。

I V 結 果 の 分 析 .

単純相関分析

各種利潤率および市場擗造諸要因のうちからニ変数を組合せて算出した雄純相関係数のマ トリッ 

'クフ、を表示したのが第三表である。 この表のうち各稲利潤率と市場構造要因との相関が本稿研究の 

課題であるので，これを中心的に考察することにして，市場構造諸要因間の相関については必要な 

澉i囲で言及することにしたい。

込） ⑴己资本純利潤率（Y lw) と総資本純利潤率（Y J
Y iw と Y i a との間にはH米ともにほぼ1 に近い, きわめて高い相関があり，冬れらはともに1%
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水準で統計的に有意である。この結果かんどちらの利潤率指標を使う方が理論的にみて正しいか 

という問題には答えられないにしても，利潤率の産業間差異を考察する場合にはそれほど大きな差 

異は現われなI 、という結果が得られる。 またどちらの利潤率指標を使ってもそれと市場構造要因と 

の関速分析にはそれほど太きな恙異が現われ:ないだろうと推定しうる。すなわちY u v と y i aとの 

相関について説明しえない部分は日本では0. 072 ポイントないし卜 r 2= 1 3 ,9 % であり，米国で 

は 0. 0 9 4ポイントなI 、.し 1 - r 2 =  17. 9% 'であるからである。 もしその結果に差異が現われるとすれ 

怀，こめ説明しえない範囲から起っていると考えてよい。 .
⑧利潤率の高位性と安矩性（Y 2)
各産業の利潤率の高さと変動性との相関をみると，日本では期待したとおり符号は負で，相関係 

数 は 一0. 742’ （1%水準有意）とかなり高い。 したがって日本では高い利潤率を取得している産業ほ 

ど変動性の少い= 安定的な利潤率を享受している傾向が明自である。 米国についてはY ,a では期 

待したとおりの符号でもるが，Y lw では期待に反して正の符号となっている。 しかしともに無相関 

に近い値であるので，米国では利潤率の高位性と安定性との間に相関はな い と結論しう;5 。

この両国の結果の差異を追求するために，利潤率の変動性変数の平均（M ) ,標準偏差の)， およ 

びその変動係数（C = S /M )をみると，日本ではM jニ47. 52, S j= 70 . 33, Cj^148. 0 0 % で，米国で 

は Mu=22. 03； S,；= i a 5 1 ,  C u-74 . 9 4 % となっている。 これによって明らかなように，M は日本 

より米国の方が2 分の 1 近くも小さく，S は日本より米国の方が4 分の 1 近くも小さい。 したがっ 

て米国では日本に比較すると，利潤率の変動性は平均的に小さく，利潤率の変動性の産業間差興も 

小さいことがわかる。 これは，米国では利澗率が対象全產業にわたって安定的であることを意味し 

ている。それゆえ産業別の利潤率の高位性と安定性との間に明確な相関関係が現われないのであ;^
以上の分析を要約すると，日本では高い利潤率を取得している産業ほど長期的^!安定的な利潤率 

を享受している傾向が明自であるが，米国では各産業とも相対的に安定した利潤率を享受している， 

といえる。 .
このような結果の差異は次のような理出に依拠していることも等閑視しえない。すなわち，前述 

のごとく日本では当研究対象期間にニ固の景気の波を経験しているが，米国では一回の波しか経験 

していない。 しかも， 日本では高度成長経済を背景にしているのに反して米国は朝鮮戦争後から 

19 62年までの長期停滞から1恥3 年以降にようやく成長経済に入ったが，その成長性もきわめて絳 

慢であった。このため.米国の寡占企業は停滞と相対的な低成長のもとで長期的に安定した利濶率を 

取得するよう行_ していたと思われる。これに反して日本では高度成畏のもとで寡占企業は強蓄稹 

を肢開して来たが，1 9 6 2年の高原景気の後退，1 9 6 5年の構造的不況のもとでかなり不安定的な利 

潤率を経験した産業もあったのである。かかる背景が日米の利濶率の高位性と安宠性との相関につ 

いて现われた蝥異の原因の」つであろう。さらにこのような日米の結果の差興は統許的な迦丨iけこも

-~ • 39(565) —

tmn̂ nninTifnnm [aaiiBri Mwiimm i—mimii —iA



. . . . — ps^--

利潤率と市場構造諸要因

侬拠していることを指摘しなければならない。 日本の利潤統計（前掲三菱資料）は半期ごとに集計さ 

れたものであるのに反して，米国のそれは一年ごとに集計されたものである。このため日本の統計 

の方が米国のそれより景気変動に対して敏感に反応するという事情がある。これもまた十分に考慮 

する必要があろう。 _
© 利潤率と集巾度 (X。

各種利潤率と各段階め集中度との相関をみると，米国の Y 1Aと X w との相関をのぞいて，日米 

ともにそれぞれ利潤率と集中度との間に高くはないが統計的に有意な相Mがある。また日米の相関 

を比較すると，日本の方が米国よりもやや高いことが注目される。いずれにしても日米ともに集中 

度の高い産業ほど高い利潤率を取得しているという傾向がある程度認められると結論しうる。

以上の結果を従来の研究結果と比較してみると，米国に関しては少くともY 1AとX i.3との相関を 

除くと，各種利潤率と集中度との間には高くはないが有意な相関があるという本槁結果は，ベイン 

教授の研究以来今日まで共通的に認識されている事実どほぼ完全に一致する。 日本に関する本稿結 

果は， 同時期を対象とした松代氏の結論とほぼ一致する（なお松代氏の相関結果は本稿のそれよりもや 

や高いが. 有意な相関があるという点では一致する）が，対象時期の異る小宮氏および新飯田氏の結果 

とは対立する。

⑬利潤率と規模の経済性（x 2)
米国に関してはY w およびY u lと X 2 との間にはそれぞれ高くはないが統計的に有意な相関 

がある。 日本に関してはY 1AとX 2 との間には高くはないが統計的に有意な相関があるが，Y l wと 

X2 との間には有意な相関はない。X 2 をロガリズム値に変換してもYl w とそれとの間には有意な 

相関はない。 日本に関するこの奇妙な対立については筆者自身理解しえない。今後の検討課題とし 

て残しておきたい。 この結果，米国については規模の経済性が高い産業ほど高い利潤率（Y1 Wおよ 

び Y1Aの両方）を取得している傾向がある程度認められるが，日本ではこの傾向はY 1AとX 2 との 

間についてだけ認められる。 -
以上の結果を従来の研究と比較してみると米国に関してはコマ ナ 一 = ウ ィ ルソン研究が対照しう 

る唯一のものであるので，これと比較すると，x 2 をロガリズムに変換した値とy 1 wとの相関につ 

いては本稿結鬼はコマ ナ ー - ウ ィ ル ソン結果（r=o. 3 7 ) とほぼ完全に一致する。 (3本については比 

較しうる従来の研究はない。

⑩利潤率と必要資本遛（X 3)
Y w および Y 1 a と自然値のX 3 との間には日米ともに統計的に有意な相関はない。 しかしロガ 

リズム値めX 3 と Y 1WおよびY 1 Aとの間には米国に関してはそれぞれかなり低いが統計的に有意 

(10%水準）な相関がある。日本に関してはX 3 をロガリズム値に変換しても統計的に有意な相関は 

ない。 しかも均然値およびログ値ともに期待に反して魚の符号となっているのが注出される。この

~ m 40 {566、------
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結果，米国については必要資本量（ロガDズム値）が大きい産業ほど高い利潤率を取得している傾丨句 

が，かなり弱い程度に拉いてではあるが認められる。 しかし日本ではこの傾向は全然認められない。

米国に関する本稿結果は，比較しうる唯一のコマナー= ウィルソン結果（兄自然値の場合デ= 0 . 43. 
ログ値の場合？. = 0 . 57) よりかなり弱い。 とくに自然値では本稿結果はコマ ナ ー ニヴィルソン結果に 

反しており，ログ値になってやや一致する結果となっている。 この米国に関する本稿の必要资本量 

推定値にはやや問題があるかもしれないので，多元囵帰分析の後にそれについて検討したい。 日本 

に関する本稿必要資本量推定値はかなり信頼のおけるものであることがテろトされているので, 
Y 1Wおよび 'if1 Aととの相関に関する本稿結果はかなり信頼してよいと思われる。これは先に: 
紹介した馬場氏の研究と結論において一致する点からも正しいようである。 ：

© 利潤率と製品差別（兄）

Y l w お よ び Y 1 A と兄との間にはそれぞれ日米ともかなり高い，統計的に有意な相_ がある。: 
(相関係数について日米にそれほど差がないのに有意水準が興るのはサンプル数の差によるものであるj この' 
結果から， 日米とも広告投資にもとづいて製品が差別化されT いる產業ほど高い利潤率を取得して 

いる傾向が実証される。

米国に関する本稿結果はコマナー= ウ ィ ルソン， ミラー， ワイフ、結果と完全に一致する。 日本に 

関する本稿結果は初めての事実指摘である。

◎ 利潤率と- 要の成長率（X s)
Y . w および YrA と X 5 との間には日米ともに期待したとおり正の有意な相関がある。 この相関 

は日本より米国の方が高い。 これは注目してよい。 しかし前述のと知り日本の選定産業がやや低成 

長産業の部門にかたよっているという問題があるので，この日米の差異はかなり差引いて考えられ 

るべきであろう。いずれにしても日米ともに，需要の成長率が高い産業ほど高い利潤率を取得して 

いる傾向がある程度認められると結論しうる。

米国に関する本稿結果はコマナー= ウィルソン, ホ一ル = ワイスの結果と一致する。日本!^つい 

ては比較しうる十分な研究がない。

ホ 木 木

以上，第一表のうち各種利潤率間の相関および各種利潤率と市場構造諸要因との相関を分析して 

来た。 この表には利澗率め変動性と市場構造諸要因との関速および市場構造諸豉fcl間の相互関係に 

ついての重要な諸結果が提示されているが，これは本稿の課題ではないので, ここでは蝕れない。 

しかし次の多元回帰分析においてこれらの問題はある'程度触れられるであろう。

さて，以上の取純相関分析は，産業間利潤率格差を説明するのに各々の市場構造の一つについて 

考察するうえで有意義であり，かつ必要不可欠な分析であるが，そこでは，市場措造諸豉因のうち 

どの要因が総合的なからみあいcpうえで產業間利潤率格差を最もよく説明する要因となるのか，と

一—- - 4 l ~~~~*
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第昀表（そ の 1 ) 多 元 回 帰 結 來 —— 米 国 一~ '

從属変数

方
程

番
号

産 へ 
白

業山 
度 

数 ^
截 片

上位4'社 

集中度  

Xl.4

规换の 

経済性 

X2

必 袈  

资本.最 

X3

広告赀ー 

売上高比中 

X4

需驳の 

成畏牢 

Xs.

m 相問 
係 数 R 
(〕は13山度 
修正済みR

決觉係数 
R2

C〕は自由度 
修正済みR*

( 1 ) 39(33) 5.47 0.0014
(0.037)

0.345
(1.230)

0.0011
(0.405)

0.523°
(2.756)

0.1916
(2.293)

0.644°
C0.572)

0 .41 5a 
(0.327)

( 2 ) 39 (3i) 6.61 0,0119
(0.281)

0.359
(1.207)

0.0021
(0.701)

0,549°
(2.732)

0.567°
〔0.492〕

0 .321° 
(0.242〕

自己資本
( 3 ) 39(31) 6.14 0.0066

(0.151)
0.384

(1.254)
—0.00011
(-0 .0 3 6 )

0.2056
(2.253)

0.530*
〔0.443〕

0 .2 8 1 4 
(0.196〕

純利潤牟 ⑷ 39(35) 7,40 0,0180
(0,393)

0.401
(1.240)

0.00083
(0.260)

0.416°
〔0.320〕

0.173c
〔0.102〕

Yiw ( 5 ) 39(36) 7.36 0.0204
(0.460)

0.400
(1.252) i

0.4146
〔0.355〕

0,172*
(0.125〕

( 6 ) 39(37) 6.52 0.064*
(2.409)

0.3686
〔0.335〕

0.135*
(0.112)

( 7 ) 39 (3f 5.51 0.353c
(2.013)

0.00117.
(0.425)

0.523a
(2.802)

0.19 が 

(2.346)
0.644° 
〔0.58幻

0.414°
(0*345〕

( 8 ) 39(33) 3.18 —0.0072
( -0 .2 8 6 )

0.209
(1.179)

0.0017
(0.959)

0.486a
(4.051)

0 ‘1146
(2.163)

0.694°
〔0.635〕

0.481°
〔0.403〕

( 9 ) 39(30 3.85 -o .q o io
( -0 .0 3 9 )

0.217
(1.116)

0.0022
(1.222)

0.501° 
(3 ,9 7 8 ),

0.638°
〔0.581〕

0.407°
〔0.337〕

総資本
(10) 39(30 3.80 -0 .0024

(-0 .0 8 1 )
0.245

(1.148)
0.00055

(0.257)
0.127c

(1.999)
0.473c 

CO,363)
0.223c 

(0.132〕 .
純利洞率 (11) 39 (35) 4.57 0.0046

(0.146)
0.256

(1.150)
0.00114

(0.515)
0.363c
〔0.240〕

0.132c
(0.058〕

Yia (12) 39(36) 4.52 0.0078
(0.257)

0.254
(1.154)

0.354e
〔0.277〕

0.126c
〔0.077〕

(13) 39(3?) 3.99 0.036e
(1.949)

0.305c
〔0.262〕

0.093c
(0.068〕

(14) 39(30 2.99 0.170
(1.532)

0.0016
(0.934)

0.484°
(4.097)

0.112&
(2.174)

0.692a 
CO.647)

0.478° 
CO.406〕

(注1 ) ()内はt の値，（注2) dは 1%水準布愈，6は 5 % 水準冇意. c は10%水準街意

いう本稿研究の中心課題を明らかにしえない。こめためには，市場構造諸要因を独立変数とし，利 

潤率を従属変数とする多元回帰手法を使う必要がある。これによってわれわれは，利潤率の産業間 

格差を説明する最も愈要な要因はどれであるのかという問題を，各係数の相関の深さによって分析 . 

しうるのである。

多元回帰分析

〔米 国 〕

第四表の方程式⑴および(8)を見ると明らかなように, 米国についてはY 1WおよびY 1Aの産業間 

差異に対して有意な係数となるのは，ともに広告钱ー売上高比率（1 % 水準有意) および需要の成長 • 
卑 （5 % 水璀有意）で多る。この結果，広告投資にもとづく製品差別と需嫂の成長率が産業問利潤率 

格差を説明する饱要な要因であることがわかる。 •
「研究の方法J の段階で期待した集丨卜度は右意な係数とならず， Y u の場合には期待に反して負 

の符号である。 これは広呰数一売上高比率Q Q および需欺:の成長率p Q が集中度に比較して利

—— 42(5猶 —
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. 第 四 表 （その 2 ) 多元回帰結果—— 米国——

. 從厲蛮錄

方
程
式#
兮

産

数

戠 片

..上位4 社 

浓 小 度

X,

規校の 
経 雛

X2

必 要  
資本;®:

x s

広士赀一 

売上高比

X

: 窗要の 

成 畔

x .

谢 _  
係数R

CR)

決定係数 
R*

CR2)
自己資本 
純利潤串 

Yiw
(15) 39(33) 4 . 02

X ,
0,044

(1.090)
log(X2) 
-0 ,2 4 3  
( 一0.326)

ipg(Xs)
0.190

(0.520)
x 4 *

0.523a
(2.735)

x s
' 0.2076 

(2.363)
0.625°

(0,546)
0.390° 

CO.298)

(10 39(33) 5.35
X,

0.0032
(0.080)

x 2
0.334

(1.153)
)og(X3)
0.0469

(0.140)
0,510°

.(2 .7 1 7 )

O- 
CC 

•
00 

S 
^ 

S

0.642°
(0.569〕

0.412° 
CO.323)

総資本 

純利潤率. 
Yia

(17) 39(33) 1.60
X ,

0.027
(1.063)

log(X 2)
-0*416
(-0 ,8 9 2 )

log(X3)
0*259

(1.131)
X ,

0.476°
(3,976)

x 5 ■
0.137*
(2,497)

0.685°
〔0.623〕

().棚  a
〔0.388〕

(18) 39(33) 2-92 x t
-0 .0059
(0.232)

x 2
0.182

(0,988)
log(Xa)
0.121
(0.570)

x 4
0.466a
(3.900)

x 5
0.122*
(2,321)

-0.687°
〔0,626〕

<M71a
[0*391)

上位 4 社 

集中度 

X,

(19) 39(35) 27.66 5.497:
(7.394)

d A
(1.241)

0.254
(0*317)

0.808° • 
〔0.789)

■ 0 f652a 
(0.622〕

(20) 39(36) 28.11
x 2

5.533a
(7.62)

0.013
(1.22)

0.807°
〔0-795〕

0.651a
〔0.632〕

(21) 39(35) 36,04
!og(X2)

12.34°
(5.917)

log(X3)
0.664

(0,445)
log(X4)

0.783
(0.467)

0.812a
〔0.793〕

0.659° 
CO.628)

(22) 39(36) 38.15
log(X2)

12.96a
(7.825)

log(X3)
—0.127
(-0 ,5 7 5 )

0.809a
〔0.797〕

0.65-1°
〔0.635)

潤率に大きな効果をもちすぎているためであろうと考えて， x 5 および x 4 を順次取去った方程式 

(⑵，⑶と⑶，（丨0 ) )を出しても， 集中度の係数は有意とならない。 さらに規模の経済性と必要資本量 

を順次取去ってゆくと（方程式⑷，㈤および0丨)，0 2 ) ) ,単純相関分析で明らかにしたように，集中度と 

利潤率との塔純相関では有意な関係となる（方程式(6)と _。 したがって集中度は利潤率との単純相 

関以外では，すなわち多元回帰分析では有意な係数とならない。むしろ集中度よりも広告费ー売上 

高比率や需喪の成畏率の方が利潤率の産業間格差を説明するより茁袈な要因であるとい.う結論が得 

られ■る。 • '
次に雄本方程式⑴，⑶において有意な係数とならない集中度，規模の経済性および必要資本量の 

うちではどの要因が産業間利潤率格差により大きな効果をもつかという問題を検討するため,方程 

式⑷，㈤および⑵と(11),(⑵および(⑷を児ると, 集中度を取去った方程式(7)についてだけ規模の経済 

性が有意な係数となる。このことは規模の経済性も五つの市場構造要因の総合効果のなかで利潤率 

の産業間格蓬に一矩の役割をもつことを意味している。 しかし，方程式⑶では規模の経済他は翁意 

にならないのに，方猊式(7)ではそれが有意になるというニ觅迎解しえない関係があるのでこれを検
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■討しなければならない。

産業組織論の理論では，集中度の高さは参入障壁要因（とくに規模の経済性）によって決宠される 

としている〔4, chapter 6〕ので，集中度と規模の経済性およびその他の参入障壁要因との間には 

多重共線性効泶(Multicollinearity Effect)がある可能性がある。これは塔純相関分析において集中度 

と規模の経済性との問にかなり高い相関があったことを想起すると明確になる。そこで，集中度を 

従属変数とし，規模の経済性，必要資本量および製品差別の各参入障壁要因を独立変数とする方程 

式㈣〜(22)をみると明らかなように，米国では規模の経済性が集中度の高さに最も■要な影響をもっ 

ているこi がわかる。それゆえ，集中度と規模の経済性とは利潤率に対して多患:共線関係にあるが 

•ら，利潤率の産業問格差を説明する場合，集中度と規模の経済性は相乗的な形態で產梁間利潤率格 

差に一定の役割をもっているといえる。 ‘
さて説明の残る.変数は必要資本量である。いずれの多元回帰分析でも多蜇共線分析でも有意な係 

数とならないのは必耍資本量である。 分析において残る一つの可能性は,.雄純相関分析でこの変 

数をロガ0 ズム値に変換したとき，それと利潤率との間に有意な相関が現われたことを想起して， 

この変数をログ値にした多元(I?丨帰方程式伽)〜他）をみることであろう。 結果は方程式⑴および(8) 
七ほとんど変らない。必贺資本贵についてt の値がわずかに上昇するだけで，有意な係数とならな 

，ぃ。

以上の多元间燔分析を要約すると，①市場構造要因のうち理論的にみて利潤率の産業問格差を説 

明する最も道要な要因であると思われる集中度は，参入障壁要因よりも重要でない。むしろ参入障 

壁没因のうち広告投資にもとづく製品差別が利潤率の産業間格差を説明する最も重要な要因である。 

②需要の成長率もそれの説明にかなり觅要な役割をはたす。③集中度と規模の経済性は多道共線効 

果をもちなから利潤率の産業間格差の説明に一矩の役割をもつ。④必耍資本量は利潤率の産業問格 

差にほとんど影響をもたない。

これを従来の研究と比較してみると，①はコマナ一= ウィルソンおよびミラ一の結果とほfギ完全 

に一致する。②はコマナ一ニウィルソンおよびホ一ル = ワイス結果と一致する。③もコマナー= ウ 

イルソンの分析と一致する。④についてだけ本稿結果はホ一ル = ワイスおよびコマナー：= ウイルソ 

ン結果と一致しない。

必要資本貴の利潤净への効果に関する本稿結果とホ一ル- ワイスおよびコマナ一= ウィルソン結來との不 

一致は一体いかなる原因によるのであろうか。まずこの変数の測定方法について検討したい。ホール==ワイ 

スはベインの必效資本最測矩値を彼の方程式に代入した。したがって必獎資本還;についてはべイン測定値を 

使った。コマナーウィルソンは，-各座業の最適規模工場の一工場当り生座比率に各産業の均已資本額(net 
worth)を掛け，史にこれを各産業の粗売上高で割って. 必喪资本M推矩値とした。筆者はこの最後に粗売上 

高で割るという手続の意味がどうしても理解しえ‘なかったので，本稿では粗売上高で割っていない値を必贺 

資本i t 推宠侦とした。以上から各論渚ともに測定方法が興ることがわかる。問題はこれら測矩方法にもとづ 

く推宠値の信賴性のテストである。ホール= ワイスは.必袈资本盘推評贿について最も褕賴できると想われ

—~ — 44 (570) -----

〔日 本 〕 '
わが国に間する多元回帰結果をまとめたのが第五表である。 3 8 産業を対象とする場合にけ吃告 

費^-売上高比率の資料が十分でな いので，各方程式はすべて広告費一売上高比率が入っていない  

広告費一売上高比率を方程式に入れた場合にはすべてサンプル数は1 6 である。 _
まず方© 式⑴と⑶をみていたたきたい。広告費一売上高比率をのぞく四っの市場權造要因のうち 

有意な係数となるのは集中度だけである。前と同じ手続で各変数を順次取去った方程式を算出して. 
みるこ (⑵〜⑶および⑶〜{⑶)，.自己資本純利潤率に関しては集中度以外に有意な係数となるのは需要 . 
の成長率だけである。需要の成長率が有意な係数となった方程式(6)の重相関係数は0. 2 6 9で ；# 意な 

値でないので，この方程式から一定の結論を出すことはできない。 したがって，自己資本純利潤率 

に関しては，広告費一売上高比率をのぞく四っの市場構造要因のうちでは， 集中度だけが利潤率 

(Y lw) の産業間格差を説明する重要な要因であるという結論を得る。

総资本純利潤率では方程式(丨2)と(!3)において規模の経済性と需要の成長率が有意な係数とな る こ  

れらの方程式のIE相関係数はともに有意であるから，規模の経済性と需要の成長率も產業間利濶率 

(Y1A) 格差の説明に一定の役割をもっという結論が得られる。

ところで，広告费一売上高比率をのぞく四 っの市場構造要因によって利潤率の産業問格差を説明 

できる範囲は，方程式⑴ではわずかに1 9 .5 ^  (決定係数) であ.り， 同⑶では 2 8 .1 % でしかない。 

したがってこれから二っの重要な結論が得られる。広告費一売上高比率をのぞくと四 っ の 変 数 によ 

って利 澗率の產業間格差を説明できる施四はわずかに約沈〜30 % 程度でしかないとと，およびわ
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. ハ ’ ': : : .: .: :

るベインも:丨•太をそのまま使ったので，一番問-題かないようにみえる。a マナ一= ウィルソンもぺインやワノ. 
スの研究と比foeしてその信頼性をテス:トしている。しかし，それらは推定年代の異るものを比較したり，使用 

したりしている点で問題は残る。すなわちホール= ワイスは1957—的年を研究対象としているが挪1年 

前後を週施したヘインの必要資本量測定値を使っている4 コマナ_ー = ウィルソンも.1954— 年を研，対象■ 
としている。しかしコマナー= ウィルソソはかなり高い信頼他テスト値を得ているので,彼の推定値も信頼 

してよいであろう。これに反して筆者の推定値のベイン測宠値との対比による信敏性テストはわずか8産業 

である。（コマナ一= ウィルソンの推定値と対比してテストするのがよいと思われるが，彼等はその論文に 

必要資本最推定値を発表していない。）以上のように考察して来てみると，やはり维者は丨分自身の推定停 

について正直にいって不安を感じている。推走の方法については大きな誤りをおかしてはいないと確信して 

いるが，このような状況を考えると④の結果については最終的な結論は保留にしておきたい。 .
さて次に本槁方程式についての道相関係数および決定係数について分析しておきたい。⑴〜(幼ま 

での方程式の茁相関係数をF -比率によってテストすると，どの重相関係数も統計的に有意である。 

したがってこれらの方程式から一定の結論を提示して差支えない。次に決定係数（とくに⑴およぴ⑶ 

のそれ）をみると，（1)の場合には，4 1 .5 % ,⑶の.場合には4 1 ,4 % で， したがって市場構造要因の五 

つの変数によって利潤率の産業間格差は約4 1 . 5 % まで説明できるわけでぁる。 ■

因 麵 陳 ^ ， 伽 - — 一 ， ■跚l j T W ir | | T r
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第五表（その i ) 多元丨則:丨;•結火: 丨丨本一~ ■

v m 输

程
穴
沿'•j

m へ  nm  iii
度 

致 一

飲 JV
上位 3 社 

集 中 度  

Xi

规 換の  

较 済 牲

x 2

必 架  

f t  本 3$ 
X3

広苦代ー

売上高比率

X4

游 耍 の  

成 K 牢 

. Xs

5̂ 
ci 

安
錢

“ 
安

痤 決记係数 

R*
CR2)

( 1 ) 38 (33) 0.317 0.14S4
(2.069)

-0.141
(-0.4-14)

0.00036
(0.016)

0.192
(0.821)

0.44T
(0.312〕

0.195c
(0.097)

( 2 ) 3 8 ⑴） 1.476 0.162*
(2.298)

一0.091 
(一 0.293)

0.0044
(0.047) 0.442c

〔0.325〕
0 .178f 
〔0.106〕

由己資本
( 3 ) 38 (35} 1.511 0.162*

(2.332)
一0.090 

( -0 .2 9 4 ) 0.4424
(0.362)

0.178*
〔0.131〕

純利取阵 ( 4 ) 38 (36) 1.677 0.149°
(2.774) 0.420°

〔0.391〕
0,176u
〔0.152〕

Yiw ( 5 ) 38 (34) 5.890 0.225
(0.814)

-0 .0026  
(一 0.110) 0.292

(1.215)
0.300
〔0.099〕

0.090
(0.009〕

(G ) 38 (35) 6.520 一 0.002 
( -0 .0 8 6 )

0.366c
(1.653)

0.269
〔0.139〕

0.082
(0.019)

( 7 ) 16 (10) 3.400 0.1344 
(2.505)

-0 .2 14
(-0 .8 0 4 )

0.0^3
(0.453)

0.318
(0.490)

0.034
(0.204)

0.776*
〔0.635〕

0.602*
(0.403)

( 8 ) 38 (33) 0.192 0.038f
(1.869)

0,052
(0,561)

-0 .0016  
( - 0 .  254)

• 0.070 
(1.060)

0.531*
〔0.441〕

0.281*
(0.1943

( 9 ) 38 (30 0.616 0.0434
(2.128)

0.070
(0.779)

-0.0014
(-0 .2 1 4 )

0.507*
〔0.437〕

0.2574 
CO.192〕

M 本
(10) 38 (35) 0.568 0.0434

(2.174)
0.068

(0.776) 0.506。 
(0.462]

0.256°
〔0.213〕

純利-;丨脾 (11) 38 (36) 0.442 0.053°
(3.413) 0,494a

(0,472〕
0.244a

(0.222〕
Yia (12) 38 (31) 1.620 0.145c

(1.876)
-0 .0024

( -0 .3 6 6 )
0.096

(1.422)
0.455*
〔0.370〕

0.2076
0,136

(13) 38 (35) 2.028 -0 .0020
(-0 .2 9 7 )

0.1444
(2.222)

0.353c
〔0.273〕

0.124c
0.074

(14) 1G (!0) 0.704 0.036c
(1.772)

0.067
(0.653)

0,0035
(0.182)

0.0081
(0.032)

0.013
(0.205)

0.770b 
CO.706)

0.5934
〔0.498〕

(注1 ) ( ) 内はt の他，（注2) a は 1 %水準冇欢, 6 は 5 %水準布盘，c は10%水準-有意

が国の場合には総資本純利潤率でみた方が，理論的に期待した「利潤率一市場構造関速」がより明 

確に現われること，これである。

それでは広告费ー売上高比率を方程式に導入した場合はどうであろうか。 この場合サンプル数が 

異るので単純には比較できないが，方程式W と(W)の決定係数をみると，6 0 .2 % および5 9 .3 % とな 

って，この変数を入れると産業間利潤率格差を説明できる範囲は一挙に高まるという逭要な結果が 

得られる。 したがって広告費一売上高比率も産業間利潤率格差を説明するためには是非考慮に入れ 

なければならない要因であることがわかる。それではこの変数は有意な係数となっているであろう 

か。表示されているように，それは有意な係数とならず，五つの市場構造要因のうちでは集中度だ 

けが，有意な係数である。この集中度を取去った方程式を算出してみたが，広告費一売上高比率は 

有意の係数とならなかった。それゆえ，わが国では五つの市場構造要因のうちでは集中度が産業間 

利潤ホ格差を説明する最も2Tt要な喪因であるとい う最終結論を得る。 この結論は規模の経済性と必 

袈 資 本題;をロ ガ リズム値に変換した方程式（脚 〜 嫌 でも同じであることを附記しておきたレ、。 

ところで，前述のとおり集巾度と参入障璧諸翦因との間には多姐共線性効來 (Multicollinearity
 ----  46 (572) ™
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第 五表 （その2 ) 多元固帰結泶—— H本

從厲変数

方
程
式
番
号

庇

業

m
截 片

上位 3 社 

集 屮 度

X,

規模の
経済性

必 要  

資本量

x 3

広告赀ー 
虎上高比 

率 .
x 4

需要の
成長率

x 5

翻 関  

係数R
( R )

決定係数 
R 8

CR2D

自己資本 

純 卿 牢  Yiw

(16) 16(10) 3.758 X,0.131*(2.439)
x 2-0 ,1 5 9(-0 .5 4 4 )

log(X3)-0 .0 2 7(-0 .0 2 0 )
x 40.199

(0.283)
x 50.073(0.492) 0.770&(0,625〕 0.5924 CO.390)

(17) 38(33) 1.055 X,0*174*(2.389)
log(X2) -1 .9 6 6  
(一 0.936)

log(Xa)-0 .0 3 4(-0 .0 2 3 ) 0.185(0.814) 0.463c
〔0*345〕 0.214c

〔0.119〕
(18) 38(33) 1.363 X,0.151*(2.091)

X 2 ~~0.126 
(-0 .3 9 4 )

log(X3)-0 .46 1(-0 .3 4 1 )
x 50.191(0.815) 0.444c

〔0.316〕 0.197c
〔0.099〕

総资本 

純利潤率 , Yia .

(19) 16(10) 0.968 X,0 ‘036c(1.755)
x 20.088(0,782)

log(X3)-0 .0 93( マ0 ‘204)
x 4

一0,037 
(一 0.137)

x 50.022(0.389) 0.770*
〔0.624〕 0.592*C0.389>

(20) 38(33) 0.506 X,0.0464(2.192)
• og(X2) 0.031 (0.0517)

log(X3)-0 .2 3 3(-0 .5 6 9 )
x 50.077(1.179) 0.531*

〔0.442〕 0.281* CO.195〕
(21) 38(33) 0.722 x 20.039c(1.934)

x 20.058(0.648)
log(X3)—0.259(-0 .6 7 9 )

X 50.068(1.040) 0.539* • ■ 〔0.453〕 0.290*
〔0.205〕

(22) 16(12) 41.78 x 22.43°(4.125)
x 3—0i013 ( —0.258)

X ,3.96c(1.835) 0.664c
〔0.626〕 0.440c

〔0.391〕
上位4 社 

集 中 度  
X 1

(23) 38(35) 43.08 x 22 ‘74a(4.690)
x 3-0 .0 1 8(-0 .3 4 0 ) 0.621a CO.592) 0.385°'

〔0.350〕
(24) 38(35) 38.67 log(X2)18.27°(4.565)

log(X3)-2 .1 8(-0 .6 3 7 ) 0.624a
〔0.596〕 0.389a

〔0.355〕

_ _
(25) 16(12) 50.80 log(X2〉8.71(1.307)

log(X3).0.097(0.014)
log(X4)14.41*(2.666) 0.7674

〔0.697〕 0.5886 (0.485〕
E ffe c t )をもつ可此性かあるので，集中度を従厲变数とし,参入障壁諸喪因を独立変数とする方程式の 

ハフメ- タ- を鉍出すると，方程式(22)〜脚のとおり，わが国では規模の経済性と製品差別が集中度 

の尚さを説明する重要な要因であることがわかる。 したがって，わが国では, 纖 の 経 雛 と .製品差. 
別か柒中度の咼さを規定し，これによって規矩された集中度が利潤率の産業間格差を規定している, 
という理論仮説に最も近\；、関係が傾向的に見出せる6 この点は米国とは興質であって，米国より日 

本Q 方か「集中度一参入障壁関連仮説」がより明確に現われているという道喪な結論が得られる。 .

〔日米の結果の差異〕 "
日米の結纸の恙異は，なによりも次の特徴に要約されるのではないだろうか。 日本では売手集中 

度が参入障壁諸要因（とくに規模の経済性と製品差別)によっセ规定されるという形態をとりながら厂 

産業間利卿格差を卿する最も顏な湖になっており , したがって参謂 •麵 :細 は 產 樂 間 利  

潤率格差説明に対して売手集中度よりも従厲的な没割しがもたないのに反して，米国では製品差別 

にもとづく参入障鍵が處梁間利潤率格差を説明する最も重耍な埂因であり，規模の経済性によつ て
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規定された売手集中度は製品差別に比較すると産業間利潤率格差の説明に対して従属な役割しかも 

:たないしと’ これか日米の .「利撋-率.--市場構造関速」.結果の差異の最も顕著な特徴であろ.う。.
しの結果の差異は日米両国の市場構造および:市場行動をかなり明瞭に反映しているのではないか 

と思われる。 すなわちケイセン= ターナ一の研究（ルぬ•か城Policy, Harvard University Press, 1959) 
を想起すると明らかなように，米国の主要寡占産業はほとんど全国市場にまたがった生産— 販売活 

動を展開しているので，あの広大な地域をもつ全国市場では売手集中度は超過利潤率取得の最重要 

手段とはならず，むしろ全国市場にわたる巨額の広告投資が買手の選好を強めることによって，高. 
い価格の設置を可能にし，超過利潤の取得の重獎な手段になっていると推論しうる。 これに反して 

日本では，国際競争力強化のもとで高I 、規模の経済性を実現した主要:寡由産業の少数巨大企業が 

米国に比較すればきわめて狭い市場のなかで，高い売手集中度を維持. 高度化して，安定的かつ高 

率の利潤を享受していると思われる。

しかし，本稿では現在の国際的な規模での競争を背景にした売手集中度を測定してい な い し 米 

国につV、ては特に必要な全国市場と地方市場との分類による売手集中度も測定していない。 これら 

は日米の市纖造を比較するうえで特に考慮に人れるべきであったと思われるし，日米の結果の差 

異をより詳細に検討するためには，前述したように日米の産業構造の発展段階の差，およびそのう 

ちの金融市場や労働市場の側面からも一定の考察が必要であろう。 しかし， これらは本稿研究課題 

の範囲を越えるものであり，これらを考慮した「日米比較研究」は新たな視点から展開する必要が 

ある。本稿では「利澗率一市場構造関速」が日米でどのように現われているかを明らかにするよう 

試み，それを研究の中心にしたのである。

本稿研究を要約すると，次のとおりである。 まず米国にっいては次のことが明らかにされたj*楚j 
われる。

①本稿で考慮した五っの市場構造喪因のうち広告投資にもとづく製品差別が，利潤率の産業間 

格差を説明する最も茁要な要因である。

②理論的にみると売手集中度蜱利潤率の産業間格差に茁耍な影響をもっと思われるが，単純相 

関分析ではこのことが検証されるが， 多元问帰分析では， 売手集中度は参入障壁（とくに製品 

差別）よりも利潤率の座業問格差に大きな影響をもたないことが明らかである。

③規模の経済性は集中度の高さを決宠するという関係において，それらは相乘的な形態で利潤 

率の産業問格差に一矩の影響をもっ。

~~一 48 (574) —- .

④需要の成長率は利潤率の産業間格差を説明する要因としてかなり大きな役割をもつ。

⑤対象全產業にわたって利潤率が長期的に安定的であるので利潤率の高位性と安定性との相関

はゼロに近いp
ては次のことが明らかにされたであろう。 ‘

①利潤率の産業間格差を説_ する最も重要な要因は，売手集中度である。

.②この売手集中度の高ざは規模の経済性と広告投資にもとづく製品差別によって規定されると

いう関係が明白である。 . ’
③需要の成長率も産業間利潤率格— の説明に一定の役割をもつ6
④必要資本量は産業間利潤率格差の説明にほとんど役害丨】をもたない。

⑤ 高い利潤率を取得している産業枝ど長期的に安定的な利潤率を享受している傾向が明白であ

る。

日米の「利潤率—市場構造関連」の特徴の最も際立った差異は，產業間利潤率格差を説明する舞 

も重要な要因が米国では広告投資にもとづく製品差別であるのに反して，日本では売手集中度であ 

；ること， これである。

以上の諸結果のうち米国に関しては従来の研究結果とほぼ完全に一致するので， か な り信頼しう 

る事実^ 摘であるといっ.てよいであろ’う。 日本に関してはそのほとんどが本稿によ■る初めてのフデ. 
クト • > アインディングであるので，今後の検討を期待してやまないし，筆者も今後これらについ 

て一層の検討を進めたい。 とくに広告費一売上高比率について十分な資料を入手しえなかったので， 

■製品差別の独占と競争への効果に関する研究は次稿の研究テーマとしたい

以上の日米の「利潤率一市場構造関連」の差異のある結果については日米の市場構造および市場 

ィ了動をさらに追求し，その背京となる日米の産業構造および経済構造からも考察する必要があると 

思われるが，これは本稿の研究の範囲を越えるめで，将来の課題としたい

最後に，.本稿結果のもつ政策的意味を考えてみたい。米国に関しては，コマナ— = ウィルソンが 

広告投資にもとづく製品差刿の産業間利潤率格差への大きな効果に注回して，従来の市場構造侧而 

に対する独禁政策が売手集中度に関連しだ諸問題に集中しすぎていたのを批判して，^後の独禁政 

策は売手集中度ばかりでなく製品差別に対しても補充• 強化する必翦があると述べた見解を，本稿 

もまた支持することになる。 • -
日本に関しては，売手集中度がその他の市場構造要因よりもなによりも産業間利潤率格差形成に 

重喪な影響をもっていることに注自すれば，市場構造侧面に対する独禁政策は, -裁本的には，売手 

.集中度に_ 速した諸問題に向けられるべきであるといえる。とくに集中度を直接高度化さ.せる水平 

的合併に対しては強V、規制の姿勢をもつことが必翦であることを示唆している。

以上のような実証研究を踏まえたうえでの政策提言，さらには「独占」研究こそ,わが国寡占研 

究の不可欠の方向ではないだろうか。
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• 利 ‘i|Yj率資料は  Dept of the T reasu ry  Iifternal Revenue S erv ice , S ta t i s t i c s  o f  Inco?ne, Corporate Income Tax 
ル  fim is およびM S'owrce Book o f  S ta t i s t i c s  o f  kc<m e による。

必ジ£手热巾度资料は  R atios  in Manufacturing Industry 1963, R eport preposed fo r the Subcom mittee
on A n titru s t and Monopoly による。

•参入隙敗资料は  X2 (こ聞しては U. S. Dept of Commerce, Ce?isus o f  Manufaciurcst J963，X3(こしては丨 “J左  SoUrca 
Book o f  S ta t i s l i c s  o f  7/ico?/i“ こよる。

•  敗の成  く资料は M-し Source Book o f  S la i i s t i c s  o f  7/iCo/«e による。

• 製品；?:■七 別 炎 料 は 上 ， Source Book o f  S ta t i s l i c s  o j  Jncoweによる0
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法人税転嫁のK - M分析に対する批判と反批判

古 田 精 司

ま え が き

法人税の転嫁を計量経済モ デ ル に 特定化して分析し 

た先駆的作業は，Krzyzaniak-Musgraveの共同研究の 

う.ちに結実した。それは第1 に,.分析手法のうえで計 

還:モデルを積極的に活用した点で転嫁分析に新しし、進 

路を開拓し，第 2 に，その結論において伝統的命題を 

镫えしアメリ力製造業では法人税負担の100パーセン 

ト以上が製品購入者に転嫁されると主張し，広く注目 

を浴びるとともにその後の研究に多大の刺激をあたえ 

すこ。けれども分析手法の斬新性と結論の意外性とは，

両々相まって幾多の批判を誘発するにいたった5 批判 

はまたK - M 自身の側からの反批判を呼び起し，それ 

はまた批判者の側からの再批判を惹起した。ここ で は  

今後め法人税転嫁•‘帰着分析の進展に資する意図のう 

えに立って，これらの批判• 反批判.得批判の経緯を 

展望することを目的とする。

( 1 ) プレッシャー変数，価格援護効果，

および雪だるま効果一 ^ ラ イ タ ー .
グ一ドによるK -M モ歹ル批判ニー

K -M分析の特色は，一言にしていえば，従属変数

辻⑴ Slitor, Richard, 'Corporate Tax Incidence: Economic Adjustments to Differentials under a Two-Tier Tax Struc- 
ture’，pp. 136-206. Goode, Richard, ‘Rate of Return, Income Shares and Corporate Tax Incidence, pp. 209-246. 
両論文はともに企樂課税をめぐるシンポジゥムの報告論文であり, つぎのごときタイトルで公刊された著得の後半を占め 

ている。Effects of Corporation Income Tax, Papers Presented at the Symposium on Business' Taxation, Wayne State 
University, arranged and edited by Marian Krzyzaniak, papers by Arnold C. Harberger, Richard A. Musgrave, 
Richard E. Slitor, Richard Goode, and Marian Kvzymmok (Wayne State University Press. Detroit 1966).両論. 
文がどもに意図するところはK-Mモデルの批判にあり，ァメリ力経済はK -M の主張する妬■ 制というよりも競争^  
制にあるから，いわゆる新7!，•典派モデルが経験的に妥当とみなしうるとする。またK-Mの則.fd-経済学的手法は法人税効 

见を分離することに失妝し，転嫁度は尚度に上方パイブスをもっているからK-Mの過剰転嫁设説は西矩さるべ身である 

という主張においても共通している. .

としての課税前収益率（Y9, J を説明するため, . i 期前 

の消费対GNP比率の増分（犯 -山 1 期前の在庫対売上 

咼比率（Vt—!), 法人税以外の税収マイ ナス移転支出対 

GNP比率(山) ，政府支出対GNP比率ぬ）および法人 

税変数(L 0を独立変数として選び，単一重回帰方程式 

を組むことにより，法人税が課税前利潤率にいかんる 

効果をおよぽすかを調べ, 法人税変数L,の回帰係数の 

推定値から直接に転嫁度を導出するとこ ろ にある。こ 

の推論過程の特色からすれば. I C - M 分析に対する批 

判は当然モデルの特定化が果して成功を収めているか 

否かにます’集中するはずである。ス ラ イ タ ー (Richard 
E. S l i t o r )およ.びグード （R ichard G o o d e )の両者がは 

じめて分析に本格的批判を加えたとき.最大の焦点は 

まさにこ こ に集まってい た 。

スライターはまず，法人税がない場合の法人収益率 

関数の特定化が適切でなI 、ため，収益率の説明に法人 

税変数が過重な役割を担わされるが，法人税変数自体 

は法人利潤の重要な決库因である「経済的プレッシ屮 

- j  (economic pressure)水準と共線的であると指摘する。 

だとすれば. K - M の転嫁尺度は転嫁度を過大に表示 

するのみならず，ただ法人税水準に結合した一般的経 

济活動のプレッ 'ンャ一水準と法人収益率との間の相関 

を反映するにすぎないという批判を免がれることはで 

きない。
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